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(日本の底力はこんなものではない!)
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はじめに

「デジタル・ニッポン・アンリミテッド2021(DN2021)」は9月1日に設立されるデジタル庁へのエールを込めて取
りまとめたものである。昨年発表した「デジタル・ニッポン2020(DN2020)」は、永年にわたりデジタル政策を自民党
内で牽引してきた平井卓也大臣（当時は自民党デジタル社会推進特別委員会委員長）が新型コロナウイルス感染症に対
峙する中で達した一つの結論「デジタルに特化した組織が政府には必要である」を明示したものであった。この提言が
結果的に「デジタル庁創設」に繋がったとの自負を私達は持っており、それ故にDN 2021の果たす責任も大きいと感じ
ている。

今回のDNのタイトルに加わった「アンリミテッド」の意味するところをここで記しておきたい。デジタル庁創設は出
発点であり、対応すべき課題の大きさを考えてもアンリミテッドな活躍が期待されており、小休止する余裕はない。新
型コロナウイルス感染症への対応では、行政をはじめデジタル分野での遅れが露呈したことは認めざるを得ない。一方
で、日本の底力は各産業、各現場で見ることができ、デジタライゼーション（デジタイゼーションではない）すること
でアンリミテッドな存在感を示すことができると確信している。

そのための具体的な政策をDN 2021では公共分野と準公共分野で整理しヒアリングを重ねてきた。国と地方の課題は
ガバメントクラウドの構築から、アジャイル・ガバナンスへの対応、セキュリティの確保に至るまで膨大なものであり
、行政の役割、あり方の再定義というテーマにまで通じる。準公共分野では、健康・医療・介護、教育、防災をテーマ
とした。いずれも国民の日々の生活に直結するものである。それぞれを「インターフェース」「データ利活用」「プラ
ットフォーム」「普及・展開・制度改革の方向性」に整理して提示している。ユーザーである国民はもっと使いやすい
インターフェースを必要としているのではないか、未活用のデータを標準化、レジストリ化、顕在化させれば経済成長
にも繋げることができ、グローバルにも日本の不可欠性を示せるのではないか、縦割りシステムの非効率化解消のため
にもプラットフォーム化が不可欠なのではないか、制度改革にも果敢に取り組んでいくべきではないか、といった課題
認識に私達が立っていることも付け加えておきたい。

どの分野にも共通する重要なテーマは「誰一人取り残さない」デジタルデバイド対策であると考えている。ヒアリン
グにご協力頂き、多くの示唆を下さった全ての方にこの場を借りて感謝したい。

デジタル社会推進本部 事務局長 衆議院議院 牧島かれん



©2021 自由民主党政務調査会デジタル社会推進本部 | Page No. 2

目次

1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言

1-1.これまでの経緯・・・・・・・・・・・・・ 4

1-2.本提言の位置づけと方向性・・・・・・・・ 5

1-3.本提言の構造・・・・・・・・・・・・・・ 6

2.システム構造

2-1.国民とのインターフェース・・・・・・・・ 9

2-2.現場にあるデータの利活用・・・・・・・・ 11

2-3.横串を通すプラットフォーム・・・・・・・ 13

3.分野毎のデジタル施策・制度改革

3-1.デジタルガバメント

3-1-1.ユーザーインターフェース(UI)・・・・ 15

3-1-2.国と地方の情報システム・・・・・・・ 19

3-1-3.マイナンバー制度・・・・・・・・・・ 23

3-2.健康・医療・介護分野・・・・・・・・・・ 27

3-3.教育分野・・・・・・・・・・・・・・・・ 45

3-4.防災分野・・・・・・・・・・・・・・・・ 58

4.デジタル時代の解決すべき課題

4-1.サイバーセキュリティ・・・・・・・・・・ 80

4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない) 90

4-3.個人情報保護・・・・・・・・・・・・・・ 100

4-4.著作権法上の問題 ・・・・・・・・・・・ 105

5.デジタル時代に求められる制度改革

5-1.アジャイル・ガバナンス・・・・・・・・・ 107

5-2.デジタル人材(※別枠)・・・・・・・・・・ 112



1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言
1-1.これまでの経緯
1-2.本提言の位置づけと方向性
1-3.本提言の構造

2.システム構造
2-1.国民とのインターフェース
2-2.現場にあるデータの利活用
2-3.横串を通すプラットフォーム

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-1.デジタルガバメント

3-1-1.ユーザーインターフェース
3-1-2.国と地方の情報システム
3-1-3.マイナンバー制度

3-2.健康・医療・介護分野
3-3.教育分野
3-4.防災分野

4.デジタル時代の解決すべき課題
4-1.サイバーセキュリティ
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない) 
4-3.個人情報保護
4-4.著作権法上の問題

5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス
5-2.デジタル人材



©2021 自由民主党政務調査会デジタル社会推進本部 | Page No. 4

1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言
1-1.これまでの経緯

自由民主党政務調査会デジタル社会推進本部は、
2001年「e-Japan重点計画特命委員会」以来20年の
歴史があり、継続的にデジタル政策を提言してきた
。特に、2010年以降は、毎年、民間から幅広く知見
を集め「デジタル・ニッポン」として具体的な提言
を続けてきた。

昨年、令和2年6月には、コロナ禍により大きく変
わる社会に向けた新たな政策として、当本部(当時は
特別委員会)から、デジタル庁創設を含む「デジタル
・ニッポン2020～コロナ時代のデジタル田園都市国
家構想～」を提言。

この間のデジタル政策の流れ
2012年 政府CIO任命
2013年 世界最先端IT国家創造宣言

2016年 官民データ活用推進基本法施行

2017年 同基本計画策定
2018年 デジタルガバメント実行計画、

以降改定
2019年 デジタル手続法施行
2020年 緊急コロナ対策

デジタル化が重要戦略化
2021年 デジタル改革関連法

2001年
⚫ IT基本法施行（高度情報通信ネットワ

ーク社会形成基本法）
⚫ e-Japan特命委員会スタート

2020年9月より

デジタル社会推進本部

2010年よりIT政策提言デジタル・ニッポン
⚫ 2010年 新ICT戦略
⚫ 2011年 絆バージョン、復興、そして成長へ
⚫ 2012年 政権復帰
⚫ 2013年 ICTで日本を取り戻す
⚫ 2014年 2020年世界最先端国家の具体像
⚫ 2015年 IoT・マイナンバー時代のIT国家像と

パブリックセーフティ
⚫ 2016年 最新テクノロジーの社会実装による世界最先端

IT国家像
⚫ 2017年 データ立国による知識社会への革新
⚫ 2018年 2030年の近未来政府

⚫ 2019年 インクルーシブなデジタル社会
⚫ 2020年 コロナ時代のデジタル田園都市国家構想

⚫ 2021年 日本の現場力をデジタルで底上げ

デジタル社会推進本部への流れ 2010年以降のデジタル・ニッポンの流れ

e-Japan特命委員会、IT戦略特命委員会等
を経て、2019年より

デジタル社会推進特別委員会

図1-1-1.デジタル・ニッポンの経緯

その後、令和2年9月16日の菅政権誕生と共に、デ
ジタル化が政府の最重要政策に位置づけられ、同年
12月以降、デジタルガバメント実行計画が改定され
るなど、関連政策が次々と立案・実行されてきた。
そして、令和3年5月12日、デジタル改革関連法が成
立し、本年、令和3年9月のデジタル庁設立に向けた
準備が鋭意進められているところである。
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1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言
1-2.位置づけと方向性

当本部は、菅政権において令和2年にデジタル
庁設立に向けた準備が始められた直後から、積極
的に政府に対する提言の申し入れを行い、政府・
与党が一丸となってデジタル改革を進めてきた。
これまで、令和2年11月17日の「デジタル庁創設
に向けた第一次提言」、同年12月11日に第二次
提言として「短期・中長期の視点を持ったデジタ
ル社会の実現に向けて」を提言している。

今回の「デジタル・ニッポン・アンリミテッド
2021 ～日本の現場力をデジタルで底上げ～」
（ 日本の底力はこんなものではない！）は、本年
9月のデジタル庁設立を目指して申し入れた、第
一次提言、第二次提言を踏まえ、 デジタル社会の
実現を国民目線から捉えた提言として位置づけら
れる。

2020年6月

デジタル・ニッ
ポン2020

～コロナ時代の
デジタル田園都
市国家構想～

2020年11月

デジタル庁創設
に向けた第一次

提言

2020年12月

第二次提言「短
期・中長期の視
点を持ったデジ
タル社会の実現
に向けて」

2021年5月
デジタル・ニッポン・
アンリミテッド2021
～日本の現場力のデジ
タルによる底上げ～

菅政権誕生

• デジタル改革
大臣誕生

• デジタル庁設
立準備開始

デジタル改革
関連法

図1-2-1.デジタル・ニッポン・アンリミテッド2021への道程

基本的な原則や全体的な方針は、第一次提言、
第二次提言を受け、デジタル改革関連法やデジタ
ルガバメント実行計画等で明確化された。これに
より、新型コロナウイルス感染症で露呈したデジ
タル化の遅れにも対応できる体制が作られること
となり、迅速な給付金等の実現などにもつながっ
ている。

本提言は、国民の誰もがデジタル化によって利
便性が増したと思えるために、特に注力すべき個
別分野を中心に、政府への申し入れを行う。

ここ数年、「静かに沈み行く日本」に危機感を
抱いている国民が少なくないが、日本の底力はこ
んなものではない！本提言の方向性は、様々な現
場に埋もれている日本の底力をデジタルでリアラ
イズ（実現）し、国民がデジタル化の恩恵を実感
できる社会を早急に実現するとともに、コロナ禍
を乗切って経済成長につなげることにある。
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1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言
1-3.提言の構造

「デジタル・ニッポン2021」は、日本のデジタ
ル化政策が諸外国に後れを取り、縦割りの弊害も顕
在化していることを真摯に受け止め、集中的にデジ
タル化を進めるべき点について、国内外の情勢と国
民目線を踏まえ、誰もが自信を持てるデジタル先進
国ニッポンを一日も早く実現するための提言である
。

国民からすれば、デジタル化されたサービス等に
おいて直接に目にするインターフェースは、スマー
トフォン等の身近なデジタルデバイス（端末）とそ
の中にあるサービス毎のアプリケーションであり、
システム的にはその裏にアプリケーションを支える
プラットフォームやデータが存在する。

図1-3-1.対象となる分野とシステム構造

デジタル社会は技術革新のスピードが速いため
、インターフェースからデータ発生源までを一体
的(縦割り)に構築すると、更新や改善が非効率に
なり、また、サービスやデータの連携が困難にな
る。そのため、デジタル施策・制度改革の構造と
して、インターフェース、データ、プラットフォ
ームの3階層で提言を整理する。また、分野として
は、デジタルガバメントの他、国民との直接的な
関りが深い準公共分野である健康・医療・介護、
教育、防災といった分野を提言の対象とする。
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1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言
1-3.提言の構造

デジタル技術の進歩は速いが、最新技術の社会
実装の際、各分野で既存の規制や制度が旧弊と化
す場面が散見される。この点、政府は規制改革推
進会議で対応しているが、さらなるスピードアッ
プが求められる。そのため、デジタル時代に求め
られる制度改革を併せて提言の対象とする。

図1-3-2.デジタル・ニッポン・アンリミテッド2021(DN2021)の提言構造

国民

アジャイル・ガバナンス、デジタル人材

⚫

防
災

⚫

教
育

⚫

健
康
・
医
療
・
介
護
⚫

デ
ジ
タ
ル
ガ
バ
メ
ン
ト

5. デジタル時代に求め

3. 分野毎のデジタル
施策・制度改革

られる制度改革



1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言
1-1.これまでの経緯
1-2.本提言の位置づけと方向性
1-3.本提言の構造

2.システム構造
2-1.国民とのインターフェース
2-2.現場にあるデータの利活用
2-3.横串を通すプラットフォーム

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-1.デジタルガバメント

3-1-1.ユーザーインターフェース
3-1-2.国と地方の情報システム
3-1-3.マイナンバー制度

3-2.健康・医療・介護分野
3-3.教育分野
3-4.防災分野

4.デジタル時代の解決すべき課題
4-1.サイバーセキュリティ
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)
4-3.個人情報保護
4-4.著作権法上の問題

5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス
5-2.デジタル人材



©2021 自由民主党政務調査会デジタル社会推進本部 | Page No. 9

2.システム構造
2-1.国民とのインターフェース

図2-1-1.国民とのインターフェース(デザイン)

国民(ユーザー)

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス

デジタル機器

デザイン

使いやすい

♥

使ってみたい クリエイティブ人材

頻繁な改善

使いやすく、使ってみたくなるように頻繁に改善

<デザイン改善の必要性>
国民と行政のUI (ユーザーインターフェース)

には、ホームページや住民向け行政システム、
SNS等があるが、国民に広く利用されている民間
のアプリケーションと比べると、使いやすいとは
言い難い。

政府はシステム基盤としてのガバメントクラウ
ドを構築するが、マイナポータル以外のUIに関し
ては向上の取組みが進められていない。このまま
では行政目線・作成者本位のバラバラなUIが乱立
し、国民が利用したいと思わない・利用しないシ
ステムが量産される懸念がある。

行政システムにおいて国民が使いやすく、使い
たくなるようなUIの実装には、クリエイティブな
人材が国民目線でデザインする必要がある。

行政システムでは、一度構築すると数年間その
まま使うことが多いが、正解がないUIの世界で最
初から最善のものを作り上げることは不可能であ
る。優れたUIに辿り着く方法は、ユーザーからの
フィードバックをもとに何度も試行を繰り返すこ
としかない。また、システムの大規模リニューア
ルがUIの観点から成功する可能性は低く、国民目
線・利用者目線からは、複数の段階に分けたリリ
ースが望ましい。以上のような点を踏まえ、UIの
向上においては、頻繁な継続的改善と多段階リリ
ースを基本とすべきである。
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2.システム構造
2-1.国民とのインターフェース

図2-1-2.国民とのインターフェース(デジタル機器)

国民(ユーザー)

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス

デジタル機器

TVスマホ・タブレット・PC

+

デジタル機器を使いこなせない国民向け

AIスピーカー

デザイン

使いやすい

♥

使ってみたい クリエイティブ人材

頻繁な改善

使いやすく、使ってみたくなるように頻繁に改善

<デジタルデバイスについて>

国民が直接的に触れるデジタルデバイス（端末
）としては、現在スマートフォンが最も一般的で
はあるが、現実的には高齢者を中心にスマートフ
ォンを使いこなせない国民も多数存在するため、
身近なテレビや、音声で操作できるAIスピーカー
といったスマートフォン以外のデジタルデバイス
の活用も視野に入れる必要がある。

また、現在、GIGAスクール構想によって、小
中学生に一人一台の端末が貸与されているが、自
宅に持ち帰ることができる地方公共団体と、持ち
帰ることができない地方公共団体の生徒間で、デ
ジタルの利用に格差が生じており、成績の格差に
もつながっているとの指摘がある。そのような格
差を是正するため、家庭において不自由なく端末
を利用できるようにする必要がある。加えて、生
徒が家庭でもインターネットに接続できる環境の
整備も進めなくてはならない。
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2.システム構造
2-2.現場にあるデータの利活用

<標準化、レジセストリ化、潜在データの顕在化>

政府はSociety5.0実現に向けて、分野毎及び分野
間のデータ連携実装や、データ戦略の一環としての
ベースレジストリ構築を進めているが、行政、健康
・医療・介護、教育、防災等の現場にはまだ多くの
未活用データが存在する。データ利活用には、標準
化(データ自体やその構造)、レジストリ化(データの
存在場所のカタログ)、顕在化(例えば、子供のSOS
情報)等が必須であり、これらの成否が経済成長に
直結する。

図2-1-3.現場にあるデータ

利活用されているデータ

顕在化されていない
隠れたデータ

競争力を
左右 データ戦略

標準化
データ

カタログ化
データ

<データ戦略>

GAFA等巨大プラットフォーマーによるデータ
寡占化への対策が世界中で進む中、政府は信頼あ
る自由なデータ流通（DFFT）の検討を行ってい
るが、他のデジタル先進国は、既に各分野のデー
タ標準化やデータ連携の標準化を始めている。

データの利活用は経済や社会の競争力を左右す
るものであり、デジタル時代の新たな国家間の競
争が始まっている。
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ガバメントクラウド上の
ベースレジストリ

2.システム構造
2-2.現場にあるデータの利活用

<データオーナーシップとデータポータビリティ>

GIGAスクール構想で小中学生に一人一台の端末
が貸与されているが、その端末で作成したデータ、
ダウンロードしたデータ等が転校時や卒業時に引き
継げるかのルールが整備されていない。教育分野も
含め、個人が作成・取得したデータ等については、
当該個人にデータのオーナーシップが認められるこ
とを原則とし、データのポータビリティが保障され
る必要がある。

図2-1-4.データオーナーシップとデータポータビリティ

個人情報をはじめとする個人と紐づいた情報に
ついても、当該個人にオーナーシップが認められ
ることを原則とし、データのポータビリティを可
能とすべきである。公共分野や準公共分野におい
ては、ワンスオンリー、コネクテッド・ワンスト
ップの実現のため、組織や施設ごとに個人情報を
持つのではなく、ガバメントクラウドのベースレ
ジストリ上で個人情報を管理する必要がある。

産業上利活用されている各種データについても
、データ・ドリブン・エコノミーを推し進めるた
め、データオーナーシップとデータポータビリテ
ィについての整理を促進すべきである。

個人情報
個人に

紐づいた情報

法人情報 産業データ

デ
ー
タ
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ

公共・準公共
分野での活用

産業界での
活用

デ
ー
タ
ポ
ー
タ
ビ
リ
テ
ィ

• ワンスオンリー

• コネクテッド・ワンストップ

• データ・ドリブン・エコノミー
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2.システム構造
2-3.横串を通すプラットフォーム

クラウド時代のシステムは、インフラ(IaaS)、
プラットフォーム (PaaS)、サービス(SaaS)の3
層構造をとるため、政府は行政システムに関して
IaaSとPaaSを中心としたガバメントクラウドを
構築中であり、また戦略的イノベーション創造プ
ログラム (SIP)等で、各分野及び分野間のデータ
連携プラットフォーム化を推進している。

農業やスマートシティなど一部のデータ連携プラ
ットフォーム化が進みつつある分野もあるが、健康
・医療・介護、教育、防災等の分野では、プラット
フォームの未成熟や乱立の状況にある。

プラットフォーム化により、データ利活用の活性
化、従来の縦割りシステムの非効率性を排除、国民
目線での様々なサービス創造の誘発等を具現化する
ことは、今後の経済成長には必須となっている。

図2-3-1.スーパーシティのデータ連携基盤のイメージ

行政
手続

物流 交通 観光 防災 社会
福祉

教育 金融 環境
保全

データ
連携
プラット
フォーム

先端的
サービス

データ
提供者 都市共通インフラ データホルダー

地理データ・空間データ 固有データ

システム
管理者

システム
管理者

ビルディング
ブロックA

オープンAPI（＊）

ビルディング
ブロックB

ビルディング
ブロックD

ビルディング
ブロックE

ビルディングブロック

Broker

オープンAPI（Application Programming Interface）

コンテキストレジストリ
（ID、メタ情報＋データ所在）

データ登録
・提供

タイムマネージ機能、アーカイブ機能等

データ登録
・提供

データ仲介

地域住民
政府 NPO 大学 観光客

自治体 企業

内閣府資料より
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-1.ユーザーインターフェース(UI)

＜デジタル3原則の徹底＞

1. UIの設計においては、デジタルファースト、
ワンスオンリー、コネクテッド・ワンストッ
プのデジタル3原則が何よりも重要であるた
め、それらを徹底すること

＜UI向上をデジタル化の基本原則に位置づけ＞

2. UIは、国民がデジタル化の恩恵を実感できる
か、国民がデジタル化を評価するかに直結す
るため、UI向上をデジタル化の基本原則に位
置づけること

一度つくった
UI

数年そのまま
のUI

(作りっぱなし)
低い評価

高い評価

これまで

改善されたUI

基本原則=UI改善

頻繁な改善
多段階リリース

図3-1-1-1.デジタル3原則の徹底とUI改善の基本原則化

＜継続的改善と多段階リリース＞

3. UIには正解がなく、陳腐化への対応も必要であ
ることから、優れたUIの構築・維持のため、試
行回数とそこからの学びを最大化しながら、頻
繁な継続的改善と多段階リリースを基本とする
こと

デジタル3原則の徹底

試行回数とそこか
らの学びの最大化
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-1.ユーザーインターフェース(UI)

＜独立したシステム構造の採用＞

4. 様々なサービスを統合したり、頻繁な改善を
可能にしたりするためにUIは、アプリケーシ
ョンやプラットフォームに依存せず、独立し
たシステム構造を採用すること

図3-1-1-4.UIの独立構造

ガバメントクラウド等プラットフォーム

標準準拠システム等アプリケーション

ユーザーインターフェース

システム的に独立した構造

＜誰一人取り残さないデバイス＞

5. 国民が直接的に触れるデジタルデバイスとし
ては、現在スマートフォンが最も一般的では
あるが、現実的には高齢者を中心にスマート
フォンを使いこなせない国民も多数存在する
ため、身近なテレビや、音声で操作できるAI
スピーカーといったスマートフォン以外のデ
ジタルデバイスの活用も視野に入れること

図3-1-1-5.誰一人取り残さないデバイス

将来の想定

現在の想定

パソコン
タブレット ス

マ
ー
ト
フ
ォ
ン

AI
スピーカー AR/VR

テレビの活用

テレビ
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-1.ユーザーインターフェース(UI)

＜国民目線のポータルサイト＞

6. デジタルガバメントのポータルサイトは、利
用者本位・国民目線で、ライフサイクルを軸
としたメニューにし、コンシェルジュサービ
スを実装する等の工夫をすること

図3-1-1-6.国民目線のポータルサイト

＜使いやすく国民が使いたくなるUI＞

7. 国民がデジタル化の恩恵を実感できるように
、使いやすく国民が使いたくなるUIの実現に
向けて、アバターやチャットボットの活用、
エンターテインメントの要素の取入れ等を行
うこと

図3-1-1-7.アバターやチャットボットの活用

○○手続き

△△手続き

□□手続き

手続き毎の
ポータルサイト

(行政目線)

通学 就職 結婚 出産 教育 闘病 退職

ライフサイクルの例

ライフサイクル
を軸とした

ポータルサイト
(国民目線)

相続

コンシェルジュ
サービス

(利用者目線)

××手続き

YY手続き

zz手続き

アバター LINEの防災
チャットボット
のイメージ

エンターテイン
メントの要素
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-1.ユーザーインターフェース

＜使いやすく国民が使いたくなるUI＞

8. スマートフォンを使いこなせない住民とのイ
ンターフェースプラットフォームとして、各
地方公共団体が共通で使える基盤の構築を目
指すこと

図3-1-1-8.スマートフォンを使いこなせない住民とのUI基盤

テレビも使える
誰一人取り残さない

住民が知りたい地元情報
高校生でも作れるコンテンツ 自治体共通プラットフォーム

共通コンテンツ/テンプレート

先
行
地
方
公
共
団
体

地
方
公
共
団
体
Ａ

役所・手続き

警察・消防

地元情報

エンターテイメント

医療手続き

地元ケーブルテレビ

・・・
使いたくなるUI

先ずは実証事業化

自治体に不足するス
マートなUIを作るス
キル・人材を補完

全国で使える基盤

自治体にコンテンツ
産業創出
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-2.国と地方の情報システム

＜政府データセンターのセキュリティ確保＞

1. 政府データセンターの設置は、国と地方の情
報システムのセキュリティ確保及び安全保障
、パフォーマンス向上等を考慮しながら進め
ること

図3-1-2-1.政府データセンターのセキュリティ確保とデータセンターへの投資拡大

DC

DC : Data Center

DC

DC

DC

DC

DC

政府データセンターのセキュリティ確保

国内データセンター投資拡大

先端半導体の国内生産拠点

政府以外のデータセンターの国内誘致

先端
半導体

生産拠点

先端
半導体

生産拠点

＜データセンターへの投資拡大＞

2. 日本でのデータセンター投資の拡大、先端半
導体の国内生産拠点の新設等の観点から、国
内外の事業者が開発するデータセンターの国
内誘致を検討すること
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-2.国と地方の情報システム

＜データ連携ツールの普及及びクラウドベンダーの育成＞

3. 国及び地方の情報システムで採用するデータ
連携ツールは、ベンダーロックインの防止、
効率的なデータ連携の構築等の観点から、ア
プリケーションとデータのアンバンドリング
（分離）、ノーコード等の条件をクリアした
ものとすること

図3-1-2-3.データ連携ツールの活用

出所:デジタル施策調査小委員会におけるアステリア(株)の資料

4 ガバメントクラウドの構築に当たっては、セ
キュリティ及び経済安全保障等の観点から、
国産クラウドベンダーの育成も重要な要素と
して考慮すること

図3-1-2-4.国産クラウドの育成

グローバル市場での
巨大クラウド企業の

シェア

国産クラウド
ベンダーのシェア
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-2.国と地方の情報システム

図3-1-2-5.アジャイル・ガバナンスへの対応

＜アジャイル・ガバナンスへの対応＞

5. 「環境・リスク分析」、「ゴール設定」、「
システムデザイン」、「運用・モニタリング
」、「評価」、「改善」といったガバナンス
のプロセスを、マルチステークホルダーで国
民１人１人にデジタル化の恩恵があるように
、継続的かつ高速に回転させていく「アジャ
イル・ガバナンス」の社会実装を行い、まず
は、国民生活にとって重要な医療、教育、防
災、金融、モビリティ等の分野でDXを強力
に推進すること

環境・リスク分析

ゴール設定

運用・モニタリング

評価

改善

システムデザイン

アジャイル・ガバナンス
の社会実装

医療・教育・防災・金融・モビリティ等のDX
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-2.国と地方の情報システム

<デジタルガバメントとスーパーシティ・スマートシティの役割分担>

6 現在、デジタルガバメントの構築と、スーパ
ーシティ・スマートシティの推進が並行で進め
られているが、前者は全国的に一律に定めるべ
き基礎部分、後者は地方の独自性と創意工夫を
発揮する応用部分として役割分担を明確化する
こと

スーパー
シティ

スマート
シティ

スマート
シティ

スマート
シティ

スマート
シティ

内閣府
地方創生

内閣府
科技イノ

国交省

総務省

経産省

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス/

内
閣
府

国の
システム

地方の
システム

ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド

標準準拠
システム

国が進める
レジストリ

公共
サービス
メッシュ

民間
タッチ

ポイント

国民目線では
どれも同じく公共システム

役割分担の明確化

図3-1-2-6.国民目線で見たデジタルガバメントとスーパーシティ・スマートシティ
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-3.マイナンバー制度

＜新たな利活用シーンの継続的検討＞

1. 国民がデジタル化の恩恵を実感できるために必
要なデジタルファースト、ワンスオンリー、コ
ネクテッド・ワンストップの原則を実現するた
め、個人情報の目的外利用や流出・漏洩等への
対策を前提として、マイナンバーの利用範囲の
拡大を継続的に検討すること

3-1-3-1.新たな利活用シーンの検討

マイナンバー制度利活
用シーン(現在の想定)

新たな利活
用シーン

継続的に検討

デジタルファースト

ワンスオンリー

コネクテッド・ワンストップ

個人情報の目的外利用や流出・漏洩等への対策
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-3.マイナンバー制度

＜官民挙げての職域毎の利活用体験の拡大＞

2. 現在、マイナンバーカードを利用する身近な
経験が不足しているため、官民をあげて職域
毎の利用体験拡大策を進めること

図3-1-3-2. 職域を起点とした「利用体験」の拡大と浸透

出所:マイナンバー小委員会における(株)野村総合研究所の資料
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 3-1.デジタルガバメント
3-1-3.マイナンバー制度

＜マイナンバーカード機能のスマートフォンへの搭載＞

3 マイナンバーカード機能の利活用促進のため
、国民の多くが常に持ち歩くスマートフォン
への当該機能の搭載を可能とすること

＜マイナンバーカードの記載事項の再検討＞

4 現在、マイナンバーカードは、カードの記載事
項の目視による本人確認を行えるよう「住所」
が記載されているが、デジタルファーストの原
則に反し、また、住所変更があるたびに記載の
変更が必要になり非効率であることから、「住
所」はICチップの格納のみとし、カードへの記
載をやめる方向で検討を行うこと

5 マイナンバーカードは、「性別」、「個人番号
」、「臓器提供意思」が隠れるカバーに入れて
交付されているが、そもそもそれらの記載が必
要かICチップ内への格納のみにできないのか検
討を行うこと

＜生体認証を活用した本人確認の推進＞

6 現在行われている本人認証は、所有物認証であ
るマイナンバーカードと知識認証であるパスワ
ードの組み合わせだが、マイナンバーカードを
所持していない時は実施できないため、公共分
野や準公共分野においても、個人情報保護に留
意しつつ、いつでも実施可能な生体認証を活用
した本人確認（生体認証と知識認証の組み合わ
せによる本人確認）の推進を検討すること

スマートフォン
への搭載

住所のICチップ
への格納

性別、個人番号
、臓器提供意思
記載の必要性、
ICチップ内格納

生体認証と氏名
・生年月日・暗
証番号等による

本人確認

図3-1-3-3. マイナンバーカードに関する見直し点
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2-3.横串を通すプラットフォーム

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-1.デジタルガバメント

3-1-1.ユーザーインターフェース(UI)
3-1-2.国と地方の情報システム
3-1-3.マイナンバー制度

3-2.健康・医療・介護分野
3-3.教育分野
3-4.防災分野

4.デジタル時代の解決すべき課題
4-1.サイバーセキュリティ
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない) 
4-3.個人情報保護
4-4.著作権法上の問題

5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス
5-2.デジタル人材
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

＜インターフェース＞

1 国民の利便性を高めるため、安全性、有効性
等のエビデンスに基づいて、オンライン診療
、オンライン服薬指導、オンラインリハビリ
、オンライン介護をより一層推進すること

2 国民がいつでもどこでも受診相談でき、問診
も受けることができるよう、医療機関と連携
したAI受診相談、AI問診を普及拡大すること

出所 : デジタル施策調査小委員会におけるユビー(株)提言資料

図3-2-1.AI受診相談の地方公共団体連携例

図3-2-2.AI問診からカルテ入力への流れ
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

図3-2-3.医療現場でのスマートフォンBYOD

<インターフェース>

3 電子カルテ・入院時記録・処方箋等の医療デ
ータの活用を促進するため、個人情報の目的
外利用や流出・漏洩等への対策を前提として
、医療現場において医師や看護師、患者が、
スマートフォンから医療データへアクセスで
きるようにすること。BYOD（Bring Your 
Own Device：私的デバイスの利用）の規制
緩和も検討すること

出所 : 国と地方の情報システム小委員会における畑中洋亮氏資料「コロナではじまる未来のデータヘルス」

電子カルテ・入院時記録・処
方箋等の医療データ

スマートフォンによる医療データの活用

医療機関によるスマー
トフォン端末投資 個人端末の活用 : BYOD

前提
個人情報の目的外利用や流出
・漏洩等への対策
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マイナポータル

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

PHRアプリ

<インターフェース>

4 PHRデータを災害時や救急時にも活用できる
よう、患者ご本人や家族が確認できるマイナ
ポータルと連携したPHR （Personal Health 
Record：個人健康情報管理）アプリの開発と
、医療機関や民間サービスにデータ連携する
ための本人同意基盤とレジストリ整備、標準
化規格、データ運営体制の確立をすること

PHR

DMAT

救急隊

医療機関

図3-2-4.PHRの災害時や緊急時、医療機関や民間サービスとの連携

民間サービス

災害時

緊急時

•

レ
ジ
ス
ト
リ
整
備

•

本
人
同
意
基
盤

⚫ 標準化規格整備

⚫ データ運営体制の確立
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

<データ利活用 >

5 健康・医療・介護の記録に基づいた個別最適な
健康増進プログラム、介護プログラムをインセ
ンティブとともに普及・拡大すること

図3-2-5.記録に基づいた個別最適プログラム

6 医療機関の診察や会計待ち時間の短縮やキャッ
シュレスを目指した、各種窓口手続き、決済の
デジタル化、医療、福祉、介護などの記録、報
告業務軽減のためのさらなる合理化とデータ活
用の促進を進めること

介護

医療

健康
健康増進

プログラム

医療
プログラム

介護
プログラム

記
録
に
基
づ
い
た
個
別
最
適
化

図3-2-6.医療機関業務の合理化とデータ活用

国
民
目
線

医
療
機
関
目
線

診察待ち時
間短縮

会計待ち時
間短縮

窓口手続き

記録業務

報告業務

窓口業務

⚫

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
化

⚫

デ
ー
タ
活
用
の
促
進

⚫

更
な
る
合
理
化
促
進
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

簡易迅速な確認手段

<データ利活用>

7 救急時や災害時における患者の既往歴データ
の簡易迅速な確認ができるよう制度・環境を
整えること

PHR
既往歴、投薬履歴、

等々

医療機関

救急隊

DMAT

図3-2-7.既往歴データの簡易迅速な確認

制
度
・
環
境
の
整
備
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

<データ利活用>

8 科学的介護・自立支援介護を実現するため、LIFE
（Long-term care Information system For 
Evidence：科学的介護情報システム）とPHRの結
合を進めること

図3-2-8.LIFEデータとPHRの結合

出所 : デジタル施策調査小員会におけるSOMPOケア(株)提言資料
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

<データ利活用>

9 個人情報を保護しつつ健康、医療、介護分野
におけるデータ駆動型の産業競争力強化を実
現するため、一定の資格付与（セキュリティ
・クリアランス制度等）を前提とした仮名加
工情報の活用範囲の拡大について検討するこ
と

図3-2-9.資格付与を前提とした仮名加工情報の活用

仮名加工情報

介護

医療

健康
一
定
の
資
格
付
与

活用範囲の拡大
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

<プラットフォーム>

10 検診及び健診等の保健データ、プラットフ
ォームを整備すること

出所 : 国と地方の情報システム小委員会における畑中洋亮氏資料「コロナではじまる未来のデータヘルス」

図3-2-10.保険データ基盤のイメージ(1)
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

出所 : 国と地方の情報システム小委員会における畑中洋亮氏資料「コロナではじまる未来のデータヘルス」

図3-2-10.保険データ基盤のイメージ(2)
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

<プラットフォーム>

11 電子カルテ・入院時記録・処方箋等の医療
データ・プラットフォームを整備すること 図3-2-11.医療データ連携のイメージ

出所: デジタル・ニッポン2020、NTTコミュニケーションズ(株)発表資料

電子
処方箋

服薬指導

オンライン診療

PHR等

保険者

電子
カルテ

調剤薬局

処方・
調剤共有

リアルタイム
確認チェック

医院

病院

同意管理

マイナ
ポータル

診療所

同意管理

医師

薬剤師

医療機関
医療データ

プラットフォーム

電子
カルテ

電子
カルテ

医療情報
共有基盤



©2021 自由民主党政務調査会デジタル社会推進本部 | Page No. 37

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

<プラットフォーム>

12 医療及び介護のレセプトデータ、プラット
フォームを整備すること

図3-2-12. 医療及び介護のレセプトデータ・プラットフォーム

出所: 未来投資会議2016年11月10日資料
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

<プラットフォーム>

13 要介護認定やケア記録等の介護データ、プ
ラットフォームを整備すること

図3-2-13.要介護認定やケア記録等の介護データ、プラットフォーム

出所 : デジタル施策調査小委員会における(株) Rehab for JAPAN提言資料
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

14 スマートデバイス導入管理料、モバイル電
子カルテを活用した多職種協働チーム医療
体制加算等の検討により、病院におけるス
マートフォンを軸とした医療データの活用
を促進すること

図3-2-14.モバイル電子カルテによる多職種連携

出所 : デジタル施策調査小委員会における社会医療法人石川記念会
HITO病院提言資料

15 PHR普及促進のためのインセンティブとし
て、PHRとサービスを連携した際のポイント
付与、PHR活用システム利用の補助金、PHR
活用に対する診療報酬の設定、PHR活用事
業者の表彰等のインセンティブを検討するこ
と

図3-2-15. PHR普及促進のためのインセンティブ
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

16 プログラム医療機器（SaMD）の実用化を促
進するため、その特性を踏まえた審査の考
え方を整理・公表し、医薬品医療機器等法
に基づく承認審査の迅速化を図ること

図3-2-16.プログラム医療機器の実用化促進

出所 : デジタル施策調査小委員会におけるユビー(株)提言資料
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

17 5Gを活用した遠隔手術支援の実証事業を進
めること

図3-2-17. 5Gを活用した遠隔手術支援の例

出所 :デジタル施策調査小委員会における社会医療法人石川記念会HITO病院提言資料
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-2.健康・医療・介護分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

18 診断書のパターンは無数にあり、保険請求
は国民にとって大きな負担となっていること
から、保険業界と医療機関が連携して、効率
的な保険請求のためにデジタル化を推進する
こと

19 介護分野において各地方公共団体で行われ
ている実地指導内容の標準化や、更新申請時
の文書簡素化・電子化等の効率化を進めるこ
と

図3-2-18. 効率的な保険請求の例(代理保険請求)

出所 : 国と地方の情報システム小委員会における畑中洋亮氏資料
「コロナではじまる未来のデータヘルス」

出所 : デジタル施策調査小委員会における(株) Rehab for JAPAN提言資料

事業所には96種類以上の紙帳票

毎日記入・記録する資料だけで、37種類以上

図3-2-19. 介護事業所の紙帳票の実態
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革 (分野毎のデジタル施策・制度改革)

3-2.健康・医療・介護分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

20 テクノロジーの積極的な活用を評価できる
新たな介護品質評価基準を検討すること

21 テクノロジー活用の進展に伴って、介護施
設人員基準の見直しを検討すること

図3-2-20. 介護分野のテクノロジーの例

出所 : デジタル施策調査小員会におけるSOMPOケア(株)提言資料



1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言
1-1.これまでの経緯
1-2.本提言の位置づけと方向性
1-3.本提言の構造

2.システム構造
2-1.国民とのインターフェース
2-2.現場にあるデータの利活用
2-3.横串を通すプラットフォーム

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-1.デジタルガバメント

3-1-1.ユーザーインターフェース(UI)
3-1-2.国と地方の情報システム
3-1-3.マイナンバー制度

3-2.健康・医療・介護分野
3-3.教育分野
3-4.防災分野

4.デジタル時代の解決すべき課題
4-1.サイバーセキュリティ
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない) 
4-3.個人情報保護
4-4.著作権法上の問題

5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス
5-2.デジタル人材
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生徒の学習効果を高めるオンライン授業環境

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

＜インターフェース＞

1 デジタル格差が生じないよう、全ての児童、
生徒がGIGAスクール構想で貸与（または支給
）された端末を自宅に持ち帰りインターネッ
トに接続できる環境を整備すること

2 教員の効率的な在宅ワークを可能とする環境
を整備すること

3 全教員への校務用メールアドレスの割当てと
活用を推進すること

4 教育におけるクラウド活用や生徒の学習効果
を高めるオンライン授業、学習の環境整備を
推進すること 教員

教育関連
業者

教育機関 オンライン授業

オ
ン
ラ
イ
ン

アダプティ
ブ学習

(MOOCS等)

PBL×STEM
(プログラミング
、ロボット等々)

プラットフォーム
学習支援/オンライン学習

コンテンツ
事業者

プラット
フォーマー

・・・

スタディ
・ログ

コンテンツ

EdTech

生徒/
学生

デバイス(PC/タブレット/スマホ等)

図3-3-1.オンライン授業教育環境の整備

自宅への端末持ち帰り

教員の在宅ワーク環境整備

校務用メルアド割当
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

＜データ利活用＞

5 スタディログの記録・保存とマイナポータル
での確認を実現すること

図3-3-5.スタディログの保存と確認

6 スタディログをもとにAIが学習計画、学習克
服、課題提供等を行い、就学者の個別最適化
教育（アダプティブラーニング）を推進し、
習熟度で教育格差が生じないようにすること

スタディ・ログ

リアル教育 オンライン教育

マイナポータル

記録・保存

確認

図3-3-6.AIによる個別最適教育化

スタディ・ログ

出所 : データ利活用小員会における日本マイクロソフト(株)資料

AIによる個別最適化教育
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校務システム

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

＜データ利活用＞

7 校務支援システムに入力された健康診断、成
績表、お便り、集金、安否確認等のデータを
繋ぐ情報基盤の整備をすること

8 転校や教員の異動によらず、いつでもどこで
も児童・生徒本人や保護者が確認できるマイ
ナポータルと連携した教育アプリの開発を行
うこと

図3-3-7.校務システム内のデータ連携基盤 図3-3-8.マイナポータルと連動した教育アプリ

健康診断 成績表 お便り 安否確認 ・・・

データ連携基盤

教育アプリ

マイナポータル

連動

保護者

生徒

保護者

生徒

転校
教員の異動
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

<データ利活用>

9 オンラインによる24時間欠席連絡受付により
、保護者の負担軽減、欠席理由の自動集計等
による教員の校務負担軽減を図ること

図3-3-9.オンライン24時間欠席連絡受付

オンライン24時間欠席連絡受付システム

保護者

保護者の負担軽減

出席簿・欠席理由自動集計

校務の負担軽減

＜データ利活用＞

10 オンラインを通じて教員同士が相談し合う
ことができ、優れたデジタル教材を共有で
きる仕組みを構築すること

図3-3-10.教員同士のコミュニケーション

出所 : データ利活用小員会における(株)ARROWS資料

(株)ARROWSの「SENSEIノート」のイメージ

⚫ 悩み相談

⚫ 教材共有 等
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

＜データ利活用＞

11 こどもがいじめや虐待等のSOSを抵抗なく
発信できる仕組みを構築し、隠れた情報の
検知と、迅速な支援・対応を推進すること

図3-3-11こどものSOS発信と迅速な対応

こどものSOS発信(いじめ、虐待等)への迅速な対応

保護者

教職員

学校管理職

教育委員会

文部科学省 NPO

12 感染症等で行政とのデータ連携を効率化す
る仕組みを構築すること

図3-3-12.感染症等で行政とのデータ連携

行政とのデータ連携

保護者

オンライン24時間
欠席連絡受付システム

出席簿・欠席理由自動集計

感染症等データ

抵抗なく発信できる仕組み
例.Classi(株)「心の天気」

出所 : データ利活用小員会におけるClassi(株)資料
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<データ利活用>

13 教員の性犯罪履歴をデータベース化して、
犯罪歴のない教員に対して「無犯罪証明書
」を発行する仕組みを構築すること

図3-3-13.教員の性犯罪履歴DBと無犯罪証明

警察等

教員の性犯罪情報

教員の性犯罪履
歴データベース

無犯罪証明書

性犯罪履歴の無い教員

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

＜プラットフォーム＞

14 就学者の学び方支援（オンライン教育、デ
ジタル教科書、教材、スタディログ）のプ
ラットフォームを整備すること

15 教員の校務支援プラットフォームを整備す
ること

16 就学者・教員・保護者間のコミュニケーシ
ョン支援プラットフォームを整備すること

17 教員・学校の負担軽減、行政の効率化に資
する教育行政プラットフォームを整備する
こと

図3-3-14.教育データ基盤

出所 : データ利活用小員会における(株)ARROWS資料

生徒の学び方支援基盤

教員の校務支援基盤

生徒・教員・保護
者間のコミュニケ
ーション支援基盤

教
育
行
政
基
盤



©2021 自由民主党政務調査会デジタル社会推進本部 | Page No. 52

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

18 デジタル教育コンテンツ積極活用のため、
教育カリキュラムや教育無償化の範囲等の
制度の見直しをさらに進めること

図3-3-18.デジタル教育コンテンツの積極活用

コロナ禍

オンライン教育活用の必要性拡大

デジタル教育コンテンツ積極活用

教育カリ
キュラム
の見直し

教育無償
化範囲の
見直し

・・・
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

19 就学者と教員のデジタルスキルの強化を推
進すること

図3-3-19.就学者と教員のデジタルスキルの強化

出所 : データ利活用小員会における日本マイクロソフト(株)資料

教員向け無償スキル研修の例生徒・学生教員向けスキル研修の例



©2021 自由民主党政務調査会デジタル社会推進本部 | Page No. 54

高等学校、高等専門学校

小中学校

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

20 GIGAスクールサポーター、ICT活用教育ア
ドバイザー、ICT支援員の制度を就学・教員
・学校目線で見直し、実効的な教育ICTの支
援体制を整備すること

21 教育機関等でデジタル対応支援に携わる人（
教員及び就学者を含む）へのインセンティブ
を検討すること

22 GIGAスクール構想における一人一台端末の
整備を高等学校や高等専門学校（高専）に
も展開すること

図3-3-20.デジタル対応支援制度の見直し

教育現場 デジタル対応支援

GIGA
スクール
サポーター

生徒

教員

ICT活用
教育アド
バイザー

ICT
支援員

違いは?

インセンティブは?

図3-3-22.高校や高専への端末整備

GIGAスクール
端末
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

23 教員が児童・生徒それぞれの学習計画を立
てそれに最適な外部コンテンツを選別して
提供するなどGIGAスクール構想の利点を活
かすこと

24 教育に関する様々なアプリケーションやサ
ービスが提供されているため、複数のIDを
利用する前提で安全なデータ活用ができる
仕組みを構築し、優れたアプリケーション
やサービスの利用とそこで発生するデータ
のデータ連携基盤、レジストリ整備、標準
化規格などの活用ルールを整備すること

図3-3-23.GIGAスクール構想の利点の活用 図3-3-24.複数IDの安全な利用とデータ活用

外部
コンテンツ

生徒

生徒

学習
計画

学習
計画

・
・
・

・
・
・

教員

個別の学習計画
学習計画に沿った
外部コンテンツ

出所 : データ利活用小員会における日本マイクロソフト(株)資料

活用ルールの整備

• 優れたアプリケーションやサービスの利用

• 発生するデータのデータ連携基盤

• レジストリ整備

• 標準化規格 等
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-3.教育分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

25 地域による学習環境の格差をなくすため、
国及び地方公共団体が運営するオンライン
塾・オンライン家庭学習支援等も活用する
こと

26 デジタル時代に未知なるものを生み出す創
造性を育む教育について検討を進めること

図3-3-25.GIGAスクール構想の利点の活用 図3-3-26.創造性を育む教育

格差解消策

公設
オンライン塾

公設
オンライン
家庭学習支援

地域による
教育環境の格差

・・・

生徒生徒

生徒 生徒

継続的に検討

創造性を育む教育

従来型の
教育

未知なるものの
創出



1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言
1-1.これまでの経緯
1-2.本提言の位置づけと方向性
1-3.本提言の構造

2.システム構造
2-1.国民とのインターフェース
2-2.現場にあるデータの利活用
2-3.横串を通すプラットフォーム

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-1.デジタルガバメント

3-1-1.ユーザーインターフェース(UI)
3-1-2.国と地方の情報システム
3-1-3.マイナンバー制度

3-2.健康・医療・介護分野
3-3.教育分野
3-4.防災分野

4.デジタル時代の解決すべき課題
4-1.サイバーセキュリティ
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)
4-3.個人情報保護
4-4.著作権法上の問題

5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス
5-2.デジタル人材
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜インターフェース＞

１ 災害情報をリアルタイムにスマートフォンや
TV等の身近なデバイス上の「マイ・タイムラ
イン」に通知し、個別最適な避難誘導につな
げる仕組みを構築すること

2 障がい者や困難を持つ人に過不足なく伝わるよ
う災害情報が発信できる体制を整備すること

出所 : デジタル施策調査小員会における(株)NTTデータ資料

図3-4-1.マイタイムライン 図3-4-2.誰一人取り残さない防災情報通知

防災関連情報

Ｌ
ア
ラ
ー
ト

(

災
害
情
報
共
有
シ
ス
テ
ム)

民
間
防
災
ア
プ
リ

障
が
い
者
向
け
通
知
シ
ス
テ
ム

多
言
語
翻
訳
通
知(

自
動
翻
訳)
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜インターフェース＞

3 避難所での本人確認にマイナンバーカード、ス
マートフォン、生体認証等を活用して、安否確
認、学校や保護者への連絡等、必要な処置を安
全確実かつ簡易迅速に行えるようにすること

図3-4-3.避難所での本人確認

避難者
リスト登録

避難者の誘導
(感染防止)

〇〇室へ
どうぞ

必要物資発注

避難住民を顔認証等
生体認証で自動受付

赤外線などでの異常体温検知

スマートフォン

出所 : 「デジタル・ニッポン2020」、日本電気(株)資料

4 有事の際の行政間や、行政と住民やボランティア
との間のコミュニケーション手段としてスマート
フォン等の身近なデバイスを利用し、SNSやアプ
リを活用すること

5 防災関連情報通知の多言語化を進めること

出所 : デジタル施策調査小員会におけるLINE(株)の資料

SIP4D:基盤的防災情報流通ネットワーク
SOCDA:防災チャットボット

図3-4-4.行政間・行政/住民間のSNS活用
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避難所

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜データ利活用＞

6 ハザード情報のリアルタイム映像（定点カメ
ラ、防災ヘリ、住民等から提供されるリアル
タイムな災害映像）を広く共有できる仕組み
を構築し、住民の避難を促進すること

7 避難所等においてPHRを活用し、避難者等の
既往歴や持病及び服薬している薬等を把握し
安全確実かつ迅速に対応、処置を行えるよう
にすること

水位等
各種センサ

定点カメラ 防災ヘリ

ドローン

住民からの
災害映像

リアル
ハザード
マップ

気象情報

図3-4-6.リアルハザードマップの構築 図3-4-7.避難所でのPHR活用

避難者
PHR

DMAT(災害派遣医療チーム)等

安全確実かつ
迅速な対応

• 既往歴
• 投薬歴等

詳細
地図情報
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迅速な伝達

リアルタイムで把握

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜データ利活用＞

8 個々の状況に合わせた避難方法を最適なデバイ
スで迅速に伝え、避難場所の混雑状況や必要物
資の在庫の把握、避難者リスト、ペット同伴等
をリアルタイムで把握できるシステムの実現を
すること

図3-4-8.避難関連システムの実現

避難所支援物資管理

9 災害時に避難所等で必要な物資へのRFID（
Radio Frequency Identifier：非接触データ管
理テクノロジー）付与等により、現物管理を行
い、正確かつ簡易迅速な在庫管理と供給コント
ロールを実現すること

避難所支援物資の集積拠点

写真は農水省ホームページ「避難
所と支援物資」より

RFID付与等

避難所在庫管理

避難所へ配送

不足物資要求

図3-4-9.RFID付与等による支援物資管理

• 混雑状況
• 避難者リスト

• 必要物資在
庫

災害発生

• 状況に合わせた
避難方法

• 最適なデバイス

避難所

• ペット同伴

等々
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

<データ利活用>

10 スムーズな災害復旧のため、インフラ点検
における経験や勘等の暗黙知について、平時
から形式知化・データ化を進めること

複合現実用の透過型ヘッドマウントディ
スプレイによる現場の暗黙知のデータ化

出所 : デジタル施策調査小員会における日本マイクロソフト(株)資料

図3-4-10.インフラ点検現場の暗黙知データ化
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜データ利活用＞

11 防災データを利活用し、住民が楽しみなが
ら避難訓練をできるバーチャル避難訓練等を
普及させること

図3-4-11.バーチャル避難訓練

出所 : デジタル施策調査小員会における(株)NTTデータ資料
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜データ利活用＞

12 避難指示等の情報をシグナル化し、その場所
の危険度及び避難の必要性を容易に誤解なく
理解できるようにし、住民の避難を促進する
こと

避難指示等 避難する
住民

なかなか
避難しない
住民

避難指示等のシグナル化

その場所の危険度、避難の必要性

避難の促進

図3-4-12.避難指示等のシグナル化

13 防災ヘリの所在や稼働状況を国及び地方公共
団体において一元的に確認できるシステムを
構築すること（複数の防災ヘリからの映像を
一括表示し、災害情報を一元的に確認するこ
とも可能とすること）

図3-4-13.防災ヘリ情報の把握

消防庁ヘリコプター動態管理システムの例

出所 : 消防庁の緊急消防援助隊情報ホームページより
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜データ利活用＞

14 地理空間情報活用推進会議で決定した統合型
G空間防災・減災システム、国土交通省の総
合災害情報システム（DiMAPS）、防災科学
技術研究所の基盤的防災情報流通ネットワー
ク（SIP4D）、国土地理院の3D地図等の連
携、活用によって、目の細かい正確な防災地
図を整備し、AI等も活用した災害シミュレー
ションの実施と災害予測に基づく避難計画の
策定、計画等に基づく避難訓練の実施を行う
こと

国の防災関連
システムの連携

国土交通省
総合災害情報
システム

（DiMAPS）

防災科研
基盤的防災
情報流通

ネットワーク
（SIP4D)

国土地理院
3D地図

目の細かい
正確な
防災地図

AI等活用災害
シミュレーション
と避難計画

図3-4-14. 防災関連システムの連携による避難計画策定
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜データ利活用＞

15 これまでの大規模災害において、被害状況等
の情報が市区町村から国や都道府県へ報告さ
れるという仕組みが十分に機能してこなかっ
たことを踏まえ、大規模災害時の被害状況に
ついては、デジタルの活用と民間（停電情報
を把握できる電力会社や通信障害を把握でき
る電気通信事業者等）の協力のもと、国にお
いて直接情報収集を行える体制を整備するこ
と

図3-4-15. 被害状況の情報収集体制整備

現場の被害状況

市区町村の情報収集

都道府県の情報収集

国の情報収集

地域の情報収集

デ
ジ
タ
ル
の
活
用

民
間
の
協
力

国が直接被害
情報収集を行
える体制整備

16 避難者であってもデジタルの恩恵を受けるこ
とができるよう、準天頂衛星システムとの接
続確保等、避難所における通信環境及び電源
の整備をすること

図3-4-16. 避難所での通信環境や電源の確保

避難所 •

電
源
確
保

•

通
信
環
境
確
保
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜プラットフォーム＞

17 災害時避難支援プラットフォームを整備する
こと

図3-4-17.災害時避難支援プラットフォームのイメージ

出所 : デジタル施策調査小員会におけるLINE(株)の資料
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜プラットフォーム＞

18 クラウド対応の防災IoTシステムを構築するこ
と

図3-4-18.クラウド対応の防災IoTシステム

水位等
各種センサ

定点カメラ 防災ヘリ ドローン
現場職員
からの映像

リアル
ハザード
マップ

気象情報
詳細

地図情報

現場防災士
からの映像

住民からの
災害映像

クラウド上の都市OS等データ連携基盤

都道府県
防災システム

市区町村
防災システム
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜プラットフォーム＞

19 災害対応意思決定支援プラットフォームを
整備すること

図3-4-19.災害対策本部の意思決定支援システムの例(1)

出所 : デジタル施策調査小員会における国立研究開発法人防災科学技術研究所の資料

災害動態意思決定支援システムDDS4D(研究開発中)
Dynamic Decision Support System for Disaster Response
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

出所 : デジタル施策調査小員会における(株)NTTデータ資料

図3-4-19.災害対策本部の意思決定支援システムの例(2)
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜プラットフォーム＞

20 災害時の保健医療福祉活動支援プラットフ
ォームを整備すること

図3-4-20.災害時の保健医療福祉活動支援プラットフォーム

災害時保健医療福祉活動支援システムD24H(研究開発中)の例
Disaster/Digital information system for Health and well‐being

出所 : デジタル施策調査小員会における国立研究開発法人防災科学技術研究所資料
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

図3-4-23.ガバメントクラウド上の防災システム

<普及・展開・制度改革の方向性>

21 事前防災と人命救助に関する施策を最優先課
題とし、事前防災、事態対処、復旧及び復興
の、各フェーズに対し取り込むこと

地方公共団体
システムの

標準化対象(17業務)

ガバメントクラウド

地方公共団体の
防災システム

ガバメント
クラウドへ

国の
防災システム

標
準
化

デジタル庁

最優先課題
• 事前防災
• 人命救助

各フェーズへの取り組み
• 事前防災
• 事態対処
• 復旧及び復興

22 国、地方公共団体、地域、住民の防災システ
ムは地方公共団体任せではなく、デジタル庁
によって標準化し、ガバメントクラウドの一
環として提供すること

23 地方公共団体の防災システムをガバメントク
ラウド上で構築し、国、地方公共団体の防災
システムの標準化を進めること
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

24 日本版EEI（Essential Elements of 
Information：災害重要情報）の法制化のう
えベースレジストリとして整備し、データに
より意思決定がスムーズに行えるように災害
重要情報のリアルタイム共有を実現すること

25 防災情報を一元的に管理し、データに基づく
防災政策の司令塔機能を担う強力な権限を持
つ担当部署を設置すること

図3-4-24.日本版EEI法制化と情報共有

NISC : 全米情報共有化協会、National 
Information Sharing Consortium

日本版EEI法制化参考

EEI : Essential Elements of 
Information、災害重要情報

ベースレジストリ
として整備

災害重要情報の
リアルタイム共有

関連組織群

内閣府
防災担当

総務省

国交省 経産省 農水省

デジタル庁

都道県 市区町村 民間防災 等々

強力な権限
を持つ
担当部署

データに基づく防災政策の司令塔

図3-4-25.防災の司令塔組織
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

26 防災責任者（市区町村長及び都道府県知事）
がデータに基づいて災害対応する能力を向上
させるためのトレーニング制度を構築するこ
と

写真はデジタル施策調査小員会における国立研究開発法人
防災科学技術研究所の資料より

図3-4-26.防災責任者のトレーニングイメージ
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

27 災害時情報集約支援チーム（ISUT）サイト
の常時立ち上げと防災情報のリアルタイム共
有を実現すること

出所 : デジタル施策調査小員会における国立研究開発法人防災科学技術研究所の資料

図3-4-27.SIP4DとISUT

SIP4D:基盤的防災情報流通ネットワーク
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

28 文部科学省が所管する国立研究開発法人の
プロジェクトである基盤的防災情報流通ネ
ットワーク（SIP4D）を避難・緊急活動支
援統合システム（CPS4D）に昇華させ、そ
れとともに国の防災担当の所管とすること

出所 : デジタル施策調査小員会における国立研究開発法人防災科学技術研究所の資料

図3-4-28.SIP4DからCPS4Dへ

国の
防災担当
所管

文科省
所管
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

30 平時及び発災時の双方においてドローンによ
るインフラ状況のデータを把握する仕組みを
構築すること

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

29 災害時に官公署が被災した場合の、行政機能
の拠点としてGIGAスクールが整備された、
学校のパソコン教室を活用する仕組みを検討
すること

図3-4-29.災害時行政拠点としてのGIGAスクール

行政機関の被災

GIGAスクールが整備された学校
• ネットワーク環境
• 電源等

行政拠点化

図3-4-30.ドローンによるインフラ状況の把握

出所 : デジタル施策調査小員会における(株)NTTデータ資料
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3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-4.防災分野

＜普及・展開・制度改革の方向性＞

31 正確かつ迅速な災害対応を可能とするため、
人、物資、設備、施設等の位置は緯度、経度
情報とともに把握すること

図3-4-31.災害時の正確な位置情報の把握

正確な位置情報による人、物資
、設備、施設等の把握

出所 : デジタル施策調査小員会における国立研究開発法人防災科学技術研究所の資料



1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言
1-1.これまでの経緯
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4.デジタル時代の課題への対策
4-1.サイバーセキュリティ

<ゼロトラスト>

1 サイバーセキュリティはこれまで、端末、サ
ーバー、ネットワーク等の境界防護が主流だ
ったが、サイバー攻撃技術の進化により、も
はや境界防護では限界が来ている。そのため
、誰も何も信用しないゼロトラストの考え方
によるサイバーセキュリティが世界的に叫ば
れ、民間では導入が進みつつある。ガバメン
トクラウドをはじめ、行政システム全体でも
ゼロトラストを導入すること

4-1-1.ゼロトラストの世界

出所 : サイバーセキュリティ小員会における日本マイクロソフト(株)資料

SP800-207 : Special Publication（SP）800-207、 ゼロトラス
ト・アーキテクチャ、米国国立標準技術研究所（NIST）が2020
年8月に公開
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4.デジタル時代の課題への対策
4-1.サイバーセキュリティ

<世界最高水準のトラストサービス>

2 日本においては、トラストサービスの法制化
が遅れ、その目的も定まっていない。デジタ
ル安全保障型のアメリカのトラストサービス
、デジタル社会保障型のEUのトラストサービ
スを参考に、早急に、世界最高水準の日本型
トラストサービスを確立すること

3 政府はDFFTを進めているが、日本型トラスト
サービスの確立と国際的な相互連携の構築は
不可欠の前提である。そのため、日本型トラ
ストサービスは、アメリカやEUを始めとする
国際的なトラストサービスとの総合連携を可
能にするものとして設計・運用を行うこと

4 トラストアンカー(電子的認証手続きの基点)
としての、マイナンバーカードの公的個人認
証を活用した本人確認ソリューションを強力
に推進すること

4-1-2.世界最高水準のトラストサービス

出所 :令和3年4月22日 参議院内閣委員会 自由民主党・国民の声 山田太郎、 慶應義塾大学手塚教授資料



©2021 自由民主党政務調査会デジタル社会推進本部 | Page No. 82

4.デジタル時代の課題への対策
4-1.サイバーセキュリティ

<世界最高水準のトラストサービス>

5 権限付与（オーソリゼーション）の仕組みと
して、セキュリティ・クリアランス制度を導
入すること

4-1-5.セキュリティクリアランス

出所 :データ利活用小委員会における慶應義塾大学手塚教授資料

米国のセキュリティクリアランス(EO13526)のイメージ
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4.デジタル時代の課題への対策
4-1.サイバーセキュリティ

<データイニシアティブ政策>

6 データの保護や流通をめぐる国際的な競争は
激しさを増しており、日本としては乗り遅れ
るわけにはいかない。政府は、DFFTの実現の
ためにも、セキュリティを担保した上で、制
度、体制、人材等の観点からデータイニシア
ティブ政策を推進すること

4-1-6.サイバーセキュリティとデータイニシアティブ

出所 : サイバーセキュリティ小員会における（一社）日本サイバーセキュリティ・ノベション委員会 (JCIC)の資料
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4.デジタル時代の課題への対策
4-1.サイバーセキュリティ

<データイニシアティブ政策>

7 データ取引当事者間に存在する不安・懸念を
払しょくするためのデータ取扱いルールを、
データ流通基盤の運用規約・参加条件として
実装することが肝要であり、ルール実装を進
める為のガイダンスを作成すること

8 国内のデータ流通基盤を整備するのみならず
、価値観と信頼を共有できる国・地域とも接
合したデータ経済圏を構築するために、デー
タ取扱いルールについて国際連携を主導的に
進めること

9 ブロックチェーンの様な最先端技術等の活用
を検討すること

4-1-7.データ流通基盤整備と国際連携 (国のデータ戦略で目指すDATA-EX)

出所:知的財産戦略調査会における東京大学越塚教授の資料
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4.デジタル時代の課題への対策
4-1.サイバーセキュリティ

10 政府情報システムのためのセキュリティ評価制
度（ISMAP）はクラウドサービスのみを対象と
したものであり、かつ、経営陣・管理者・業務
実施者の振る舞いの管理を主とするものである
ため、役割と限界を明確化し、それを補完する
セキュリティの管理制度を整備すること

11 契約から生じるシステム上のリスクにも対応で
きる総合セキュリティを整備すること

12 「遅い」、「止まる」、「壊れる」、「そもそ
も効果が出ない」といったシステムパフォーマ
ンスに関するシステム上のリスクにも対応でき
るよう、セキュリティの概念を拡大すること

出所 :令和3年4月22日 参議院内閣委員会 自由民主党・国民の声 山田太郎、IPA

図4-1-10.総合セキュリティ基準の作成

⚫ 役割と限界の明確化
⚫ それを補完するクラ
ウドサービスのセキ
ュリティを整備

⚫ 契約から生じるシス
テム上のリスクにも
対応

⚫ パフォーマンに関す
るシステム上のリス
クにも対応

<総合セキュリティ基準の作成（ISMAPを補完・代替するもの）>
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4.デジタル時代の課題への対策
4-1.サイバーセキュリティ

13 国際的なクラウドサービスの認証を多数取得
してコンプライアンスを充実させている海外ベ
ンダーと比べると、ISMAP認証しか受けてい
ない国産クラウドベンダーは大きく見劣りする
。政府は、産業育成と安全保障の観点から、国
産クラウドのコンプライアンス充実を後押しす
ること

マイクロソフト社は92の認証を取得多
数の認証を取得するということは、
「毎日が監査対応」を意味する。

日本の事業者の場合、情報公開が圧倒
的に少ない

出所 : サイバーセキュリティ小員会における(株)Preferred Networkの資料

4-1-13.世界の巨大クラウド事業者の認証取得

<総合セキュリティ基準の作成（ISMAPを補完・代替するもの）>
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4.デジタル時代の課題への対策
4-1.サイバーセキュリティ

14 デジタル庁と内閣サイバーセキュリティセン
ター(NISC)の関係を再定義し、セキュリテ
ィの監督に対して、どこが一元的に責任を持
つのかを明確化すること

15 経済的安全保障を高め、生活の質を向上さ
せるような方法で測定科学、標準、および
技術を進歩させることによって、日本の技
術革新および産業競争力を促進する国家技
術標準局を設置し、セキュリティの基準に
対する責任部署とすること

出所 :令和3年4月22日 参議院内閣委員会 自由民主党・国民の声
山田太郎、 慶應義塾大学手塚教授資料

4-1-14.デジタル庁とNISCの関係を再定義 4-1-15.国家技術標準局の設置

整
備
方
針

監
査

イ
ン
シ
デ
ン
ト

国
際
連
携

出所 :令和 2 年 11 月 20 日デジタル改革関連法案ワーキンググループ作業部会

デジ庁が上

NISCが上

NISCが上

<セキュリティ推進組織>
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4.デジタル時代の課題への対策
4-1.サイバーセキュリティ

16 ネットワークに接続されている端末での検知
と対応（EDR）に基づき、日本のセキュリテ
ィへの導入と国産ソリューションの開発を進
めること

出所 : サイバーセキュリティ小員会における日本マイクロソフト(株)資料

4-1-16.EDRソリューション

<セキュリティ推進組織>
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2-2.現場にあるデータの利活用
2-3.横串を通すプラットフォーム

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-1.デジタルガバメント

3-1-1.ユーザーインターフェース(UI)
3-1-2.国と地方の情報システム
3-1-3.マイナンバー制度

3-2.健康・医療・介護分野
3-3.教育分野
3-4.防災分野

4.デジタル時代の解決すべき課題
4-1.サイバーセキュリティ
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)
4-3.個人情報保護
4-4.著作権法上の問題

5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス
5-2.デジタル人材
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4.デジタル時代の課題への対策
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)

<デジタル化によるアウトリーチの拡充>

1 デジタル化で業務の効率化を徹底し、窓口人
員を可能な限りデジタル化への対応が難しい
人へのアウトリーチに割り当てること

4-2-1.デジタル化によるアウトリーチの拡充

行政のデジタル化
による業務効率化

窓口効率化

デジタル化に対応できる国民

デジタル化に対応できない国民

窓口人員

アウトリーチ

<デジタルデバイドへの対応>

２ デジタル活用支援策として総務省が進める携
帯ショップを中心とした主に高齢者対象の講
習会では、マイナンバー関係や行政手続きだ
けでなく、オンライン会議ツール、スマート
フォン決済、PHR等利用者ニーズを踏まえた
講座メニューを追加すること

4-2-2.利用者ニーズを踏まえた講座メニュー

現在の想定

⚫ マイナンバー関係

⚫ 行政手続 等

⚫ オンライン会議ツール
⚫ スマートフォン決済
⚫ PHR等

追加
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4.デジタル時代の課題への対策
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)

<デジタルデバイドへの対応>

３ デジタル活用においては、高齢者等が詐欺等
の被害や危険な目にあわないよう、セキュリ
ティ対策を含めスマートフォン等の安全な利
用のために必要な知識についても扱うこと

4-2-3.安全な利用知識の講習

スマートフォン安全な
利用のための知識
⚫ 詐欺対策等

4 デジタル活用における架空請求メールやなり
すましECサイト被害等のインターネットの影
の部分への対応については、消費者庁とも十
分な連携を行うこと

消費者庁と連携
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4.デジタル時代の課題への対策
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)

<デジタルデバイドへの対応>

5 高齢者にはデジタル活用の体験型プログラム
が好評であることから、スマートフォン決済
等を実際に体験できる環境（実体験が難しい
ものはデモ環境）を整備すること

6 デジタル活用は一度の講習会では十分に体得
できないことも多いため、講習会型だけでは
なく、高齢者がお互いに教えあうようなサロ
ンのようなイメージで、何でも気軽に相談す
ることができる相談型の支援も行い、フォロ
ーアップに努めること

4-2-5.体験型プログラム

相談型支援

高齢者がお互いに教えあう「サロン」

4-2-6.サロンでの相談型支援
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4.デジタル時代の課題への対策
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)

<デジタルデバイドへの対応>

7 生徒が家庭でもインターネットに接続できる
環境の整備を行うこと

写真は、文科省GIGAスクールのリーフレットより

家庭でも
インターネットに

接続できる環境を整備

4-2-7.GIGAスクールの端末と家庭での接続環境
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広報媒体

4.デジタル時代の課題への対策
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)

<広報>

8 デジタル活用の講習等への高齢者の参加を促す
ための広報では、不安がある層に対しては、知
人同士で参加できるよう敬老会等の既存グルー
プ毎にアプローチを行うこと

9 デジタル活用については、高齢者の目に触れる
機会が多い地方公共団体等の広報誌による周知
広報とともに、政府広報によるテレビCM等を
活用すること

4-2-8.講習会の広報

告知

既存のグループ

○○地区
敬老会

△△会

・
・
・

アプローチ

知人同士で参加

地方公共
団体
広報誌

政府広報
TVCM等

活用

・
・
・
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4.デジタル時代の課題への対策
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)

<広報>

10 デジタル活用における携帯ショップでの実
施にあたっては、高齢者が安心して身近に参
加できるよう留意し、高齢者が国の事業と認
知することができるロゴを使用すること

4-2-10.国の事業ロゴ体験型プログラム

国事業の
ロゴ

<デジタル委任状>

11 高齢者等が親族等に委任を行い、委任を受
けた代理人が本人に代わってオンライン手
続きを行うニーズに対して、デンマークの
「デジタル委任状」等の取組も参考に、こ
の仕組みについて検討すること

デジタル化された
行政手続き

オンライン

手続き代行

親族等第三者

デジタル化に対応できない国民

デジタル
委任状

デ
ジ
タ
ル
庁
に
検
討
の
場

4-2-11.オンライン手続き代行の検討
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4.デジタル時代の課題への対策
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)

<携帯ショップに期待される役割>

12 スマートフォンの取扱いについてリテラシ
ーが高いスタッフを多く抱える携帯ショッ
プを、一定の中立性を確保しつつ、行政的
・公共的な機能を果たせるよう環境を整備
し、デジタル時代における「地域のデジタ
ル化の拠点」とし、講習会場、サロン会場
、相談会場としての活用、マイナンバーカ
ードの電子証明書の発行の業務を携帯ショ
ップで実施することにについて、実現に向
けた具体的な検討を行うこと

13 マイナンバーカード機能のスマートフォン
への搭載手続の実施等を可能とする仕組み
を検討すること

地域の
デジタル化
拠点

講習会
会場

サロン
会場

相談
会場

マイナン
バーカード
スマホ搭載

・
・
・

仕
組
み
の
検
討

4-2-12.携帯ショップの地域拠点化検討
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4.デジタル時代の課題への対策
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)

<支援員>

14 デジタル活用支援では、地域において多様
な支援員をいかに育成・確保していくかが課
題であり、特に、高齢者に対して影響力が大
きい、同じ世代である高齢者や、大学生・専
門学校生・小中高校生など若年層のデジタル
・リテラシーを集中的に引き上げ、彼らが支
援員の担い手となるインセンティブを高める
こと

4-2-14.支援員とインセンティブ

携帯
ショップ
の店員

高齢者

若年層

＋

支援員となるための
⚫リテラシー向上
⚫インセンティブ

15 若い世代が高齢者等に、教えることを通じ
て若年層やシニア層のデジタル・リテラシー
の更なる底上げと定着を図ることができ、若
年層のデジタルガバメントへの理解が深まる
。一方、高齢者側では、デジタル活用が進む
ことにより、孤独や孤立が救われるという効
果も期待される。その結果、地域におけるデ
ジタル人材育成エコシステムの形成に繋がる
ように検討すること

4-2-15.デジタル人材エコシステム

デジタル
活用支援
事業

若年層 高齢者等
教える 孤独や孤立が

救われる
デジタルガバメ
ントへの理解

デジタル
人材育成
エコシス
テム

互いのデジタル・リテラシー底上げ・定着
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既存の取組

4.デジタル時代の課題への対策
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)

17 デジタル活用の支援員としての活動の資格
化や、さらには大学等で単位として換算され
る、就活時の加点要素となる、内申に反映さ
れるといったインセンティブも自主的な検討
を促すこと

4-2-16.既存の取組との連携

デジタル
活用支援
事業

e-ネット
キャラバン

地域
ICTクラブ

・
・
・

連携

<支援員>

16 若年層に対してリテラシーを向上させるた
めの既存の取組（例：架空請求メールや誹謗
中傷等インターネットの影の部分を教える「
e-ネットキャラバン」、プログラミングを学
びあう「地域ICTクラブ」等）との連携を行
うこと

大学 学生
支援員

文科省

働きかけ

インセンティブ

⚫ 単位換算
⚫ 就活時加点
⚫ 内申反映 等々

4-2-17.大学等での支援員へのインセンティブ



1.デジタル・ニッポンの経緯と本提言
1-1.これまでの経緯
1-2.本提言の位置づけと方向性
1-3.本提言の構造

2.システム構造
2-1.国民とのインターフェース
2-2.現場にあるデータの利活用
2-3.横串を通すプラットフォーム

3.分野毎のデジタル施策・制度改革
3-1.デジタルガバメント

3-1-1.ユーザーインターフェース(UI)
3-1-2.国と地方の情報システム
3-1-3.マイナンバー制度

3-2.健康・医療・介護分野
3-3.教育分野
3-4.防災分野

4.デジタル時代の解決すべき課題
4-1.サイバーセキュリティ
4-2.デジタルデバイド対策(誰一人取り残さない)
4-3.個人情報保護
4-4.著作権法上の問題

5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス
5-2.デジタル人材
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本質的な問題

4.デジタル時代の課題への対策
4-3.個人情報保護

個人情報
保護

個人情報の
流出・漏洩

個人情報の
目的外使用

一元管理管理の仕組み

対応の
仕組み 問

題
点
の
明
確
化

図4-3-1.個人情報保護の問題点の明確化

<個人情報保護の問題点の明確化>

1 個人情報保護の問題に当たっては、一元管理
そのものが問題ではなく、個人情報の流出・
漏洩や目的外利用が問題であり、それらへの
対応こそが本質的問題であることを明確化す
ること
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ゼロトラスト

4.デジタル時代の課題への対策
4-3.個人情報保護

<個人情報の流出・漏洩への対策>

2 各産業に関する個人情報をセキュリティを確
保しつつ前向きに活用できるよう仕組みを検
討すること

3 サイバーセキュリティの世界では、従来の境
界防護の限界が見えており、必ず侵入される
ことを前提とする必要があり、個人情報の流
出・漏洩を防ぐため、誰も何も信用しないと
いうゼロトラストの考え方導入を断行するこ
と

○○産業

個人情報

△△業

個人情報

□□業

個人情報

・・・

セキュリティを確保しつつ前
向きに活用できるよう仕組み

図4-3-2.産業界の個人情報 図4-3-3.個人情報保護のゼロトラスト化

情報システム

個人情報

前提
従来の境界防護で
は必ず侵入される

前提
誰も何も信用しな
い
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個人情報保護委員会

4.デジタル時代の課題への対策
4-3.個人情報保護

<個人情報保護委員会の機能強化>

4 個人情報のより一層の保護のため独立規制機関
である個人情報保護委員会の機能強化を充実さ
せること

図4-3-4.個人情報保護委員会の機能強化

機能強化

現在の
個人情報
保護委員会

個人情報の
より一層の
保護

5 個人情報を用いた監視への懸念の払しょく、誤
った個人情報に基づく不利益の排除に努めるこ
と

図4-3-5.懸念の払しょくと不利益の排除

監視社会の
懸念の払しょく

誤った個人情報に
基づく不利益
の排除

流
通
し
た
デ
ー
タ
の
修
正
や
撤
回
困
難

デ
ー
タ
流
通
の
速
度
と
範
囲
拡
大
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6 エストニアのように、行政が保有する個人情報
へのアクセスログの記録・保管を義務化し、い
つ誰が自分の個人情報にアクセスしたのか確認
できる仕組みを構築し、監視社会にならない制
度を構築すること

図4-3-6.アクセスログ義務化と本人による確認

公的機関の個人情報関連システム

個人情報
国
民

いつ誰がアクセス
したのか確認

個人情報
アクセスログ

記録・保管の義務化

確認の仕組み

<個人情報へのアクセスログの記録・保管の義務化と本人による確認>

4.デジタル時代の課題への対策
4-3.個人情報保護
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4.デジタル時代の課題への対策
4-3.個人情報保護

<データ・ドリブン・エコノミーの推進>

7 個人情報保護法制やセキュリティ・クリアラン
ス制度等により個人情報を十分に保護しつつ、
データ・ドリブン・エコノミー（データ駆動型
経済）の推進のため、個人情報やそれを加工し
た情報の積極的な活用を可能とする方法を検討
すること

図4-3-7.データ駆動型社会に向けた個人情報保護

データ・ドリブン・エコノミーの推進

個人情報保護法制

セキュリティ・クリアラ
ンス制度

8 事業者が、安全にかつ安心して顧客の個人情報
を取得・保管・利用できるよう、遵守すべきル
ールの透明性確保と利用できる範囲の明確化を
行うこと

加工データ個人情報

・
・
・

個人情報の十分な保護 積極的な活用を可能とする方法の模索

図4-3-8.事業者の安心・安全な個人情報活用

アイデンティティ・プロバイダー

(アイデンティティ・プロバイダーによるルールの例)

PDS
(Personal Data Store)

個人情報 事業者

P

プライバシーマーク
認証等の資格

シ
ス
テ
ム
接
続
認
証

個
人
情
報
保
護
資
格
認
証

個
人
情
報
ア
ク
セ
ス

個人から見ればデジタル
世界の自分の代理人
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4.デジタル時代の課題への対策
4-4.著作権法上の問題

1 クラウド・バイ・デフォルト原則の推進におい
ては、送信可能化権の問題が生じるため、早急
に問題点を整理、分析し、必要な対策を講じる
こと

<著作権法見直しの必要性>

2 クラウド利用以外についても、デジタル化にお
いてどのような著作権法上の問題が生じるかの
早急に整理、分析し、必要な対策を講じること

図4-4-2.著作権法上の問題

クラウド

著作物

著作物

アップロード
送信可能化?

公衆送信化?

行政目的での
権利制限規定
はない

デジタル化においてどのような著作権法上の問題
があるのかを早急に整理し、必要な対応を行う
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5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス

1 ゴールが常に変化するデジタル社会において適
切なガバナンスを行うためには、「環境・リス
ク分析」、「ゴール設定」、「システムデザイ
ン」、「運用・モニタリング」、「評価」、「
改善」といったガバナンスのプロセスをマルチ
ステークホルダーで継続的かつ高速に回転させ
ていく「アジャイル・ガバナンス」の社会実装
が必要である。まずは、国民生活にとって重要
な医療・教育・防災・金融・モビリティ等の分
野で、アジャイル・ガバナンスの考え方により
社会全体のＤＸを推進すること

図5-1-1.アジャイルガバナンスへの対応

(図3-1-2-5の再掲)

<アジャイル・ガバナンスの必要性>

環境・リスク分析

ゴール設定

運用・モニタリング

評価

改善

システムデザイン

アジャイル・ガバナンス
の社会実装

医療・教育・防災・金融・モビリティ等のDX
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5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス

2 デジタル規制改革を加速させる為、全省庁の
法律をデジタルの観点で抜本的に見直す会議
体として、デジタル臨調を置くこと

5-1-2.強力なデジタル臨調の設置

デジタル庁が示す情報システムの整備方針

国 地方 準公共

強力なデジタル臨調

有識者
ステーク
ホルダー

理系
人材

テック
人材

デジタル化対応制度

⚫ ステークホルダー視点
⚫ データ連携ルール/ツール
⚫ アルゴリズムベースで構築

<強力なデジタル臨調の設置>
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5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス

3 デジタル法制局機能の創設に向け、新規法案
内容がデジタル化の原則に適合しているか、
既存法令・システムとサイバー空間において
整合性、相互運用性（interoperability）があ
るものとなっているかの審査・監督等を推進
する組織のあり方について検討を行うこと

4 その準備段階として、既存の法令等のコード
／アルゴリズムへの置き換え、デジタル臨調
の提案に基づく既存アルゴリズムの変更、オ
ープンデータ化、API提供など、DX対応が必
要な法令を能動的にスクリーニング・特定し
て対応を求めるとともに、法案策定、評価、
管理プロセスのデジタル完結を念頭においた
法制執務の見直し、システム構築を行うこと

5-1-3.デジタル法制局機能の創設(1)

強力なデジタル臨調

強力なデジタル臨調

⚫ 既存の法律等をコード/アルゴリズムに置き
換え

⚫ デジタル臨調の提案を受けて、既存アルゴリ
ズムを変更

⚫ 新法の内容がデジタル化を踏まえているか審
査

有識者
ステーク
ホルダー

理系
人材

テック
人材

提言や法律のアルゴリズム化

（参考）デンマーク：デジタル化庁の立法審査七原則
電子政府化ランキング１位のデンマークでは、提出された法案がデジタ
ル社会に適合しているかチェックする組織を、デジタル化庁の下に設置
① シンプルで明確なルール（Simple and clear rule）
② デジタルコミュニケーション（Digital communication）
③ 自動化プロセス適用の可能性（Possibility of automated case 

processing）
④ 統一的概念とデータの再利用（Uniform concepts and reuse of 

data）
⑤ 安全・安心なデータ管理（Safe and secure data handling）
⑥ 公的インフラの活用（Use of public infrastructure）
⑦ 悪用やエラーの防止（Prevention of fraud and errors）

<デジタル法制局機能の創設>
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5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス

5-1-3デジタル法制局機能の創設(2)

特定臨床研究法のフローチャートの例

（NPO法人 日本美容皮膚研究会HPより引用）

<デジタル法制局機能の創設>
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5.デジタル時代に求められる制度改革
5-1.アジャイル・ガバナンス

5 デジタル化に対応し、イノベーションを生み出
し続けていくために、新たな政策形成プロセス
のあり方について検討を進めること

6 イノベーションを生み出す研究結果の社会実装
のあり方について、アカデミアからの提言を積
極的に取り入れながら検討する体制を整備する
こと

（経済産業省「GOVERNANCE INNOVATION ver.2「アジャイル
・ガバナンス」のデザインと実装に向けて（2021年３月）」資料よ
り抜粋）

2-2 CPSの上に成り立つSociety5.0の特徴

6

Society4.0以前 Society5.0

日常生活とデジ
タル技術の関係

フィジカル空間とサイバー空間とが
分離している

フィジカル空間とサイバー空間とが
一体化し、日常生活に不可欠な
基盤に

信頼の対象 有体物（ヒト・モノ） 無体物（データ・アルゴリズム）

取得するデータ 限定的 大規模・広範囲・多種類

判断の主体 ヒトのみ AI・システムの影響が拡大

システムの状態 安定的 流動的

結果の予見・統
制可能性

予測・統制可能な領域が多い 予測・統制不能な領域の拡大

責任主体 特定しやすい 特定が困難

支配力の集中 集中しやすい より集中しやすい

地理的関係性 ローカルまたはグローバル ローカルかつグローバル

5-1-5.新たな立法府・行政の役割・あり方の再定義

新たな社会(Society5.0)の創出

新たなイノベーションの創出

新たな立法府のあり方の検討

イノベーションを生み出す研究結果の社会実装のあり方

アカデミアからの提言を積極的に取り入れながら検討する体制の整備

<新たな立法府・行政の役割・あり方の再定義>
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5.デジタル時代に求められる制度改革
5-2.デジタル人材

※別途デジタル人材育成・確保小委員会より提言提出予定
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主要用語／略号(五十音順)

用語/略号 内容

アイデンティ
ティ・プロバイ
ダー

Identity Provider, クラウドシステムにおけるユーザー認証サービス

アウトリーチ Outreach、英語で手を伸ばすことを意味する。福祉などの分野における地域社会への奉仕活動、公共機関の現場出張サー
ビスなどの意味で多用される

アクセスログ Access Log、ある機器/ソフトウェア/データに対する人間や外部のシステムからの操作や要求などを、一定の形式で時系
列に記録したもの

アジャイル・ガバ
ナンス

政府、企業、個人・コミュニティといったさまざまなステークホルダーが、自らの置かれた社会的状況を継続的に分析し、
目指すゴールを設定した上で、それを実現するためのシステムや法規制、市場、インフラといったさまざまなガバナンス
システムをデザインし、その結果を対話に基づき継続的に評価し改善していくモデル

アダプティブラー
ニング

個別最適化教育、1人ひとりに合わせた学習方法

アバター Avatar、デジタル世界で自分の分身となるキャラクター

アプリケーション アプリケーション・ソフトウェアapplication softwareの略称。本来はパソコンやサーバーなどの情報処理装置にインス
トールされたOS（基本ソフト）上で動作するソフトウェア

アンバンドリング Unbundling、分離、分解する

イノベーション Innovation、技術革新

インセンティブ Incentive、意欲を引き出すことを目的として外部から与えられる刺激/仕組み/報酬等

インターフェース Interface、ユーザーである国民がシステムに直接的に触れる部分

エコシステム Ecosystem、生態系、経済的な依存関係や協調関係/新たな産業構造等

エビデンス 証拠・根拠、証言、形跡などを意味する英単語 ”Evidence" に由来する、外来の日本語

オーソリゼーショ
ン

Authorization、権限付与、許可、公認

オープンAPI APIはア プリケーション・プログラミング・インターフェース(Application Programming Interface)、ソフトウェアが提
供している機能を外部のアプリケーションから 利用できるようにするインターフェースのこと
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主要用語／略号(五十音順)

用語/略号 内容

カタログ化 どのようなデータがどこにあるのかをカタログのように特定の場所に登録する事

ガバナンス Governance、統治のあらゆるプロセスをいう。 政府、企業などの組織のほか、領土、ITシステム、権力などにも用いら
れる広い概念

ガバメントクラウ
ド

政府の情報システムについて、共通的な基盤・機能を提供する複数のクラウドサービス（IaaS、PaaS、SaaS）の利用環
境

クラウド(サービ
ス)

Cloud Computing、共有のコンピューティングリソースをどこからでも簡単に、必要に応じて、ネットワーク経由で利用
することができるようにしたモデル

クラウド・バイ・
デフォルト原則

各府省で政府情報システムの構築を実施する際に、クラウド サービスの利用を第一候補として考える方針

クラウドベンダー クラウドコンピューティングサービスを提供しているベンダー

公共サービスメッ
シュ

政府が進める公共システム内の情報連携基盤、「サービスメッシュ」とは、分散コンピューティング向けの新たなアーキ
テクチャでこれによりサーバ側アプリケーションを構成する小さなコンポーネント群が互いに動的にリンクされ、1つのア
プリケーションとして機能できるようになる

コンシェルジュ
サービス

Concierge Service、システムの利用者に対して多岐にわたる要望に応えるサービスで、ホテルのコンシェルジュサービス
のイメージ

コネクテッド・ワ
ンストップ

民間サービスを含め、複数の手続き・サービスをワンストップで実現する

コンテンツ Contents、システムにおける情報の中身、ホームページ内に掲載されている文章・画像・動画や、それらが表現している
内容のすべてがWebコンテンツ

サイバーセキュリ
ティ

サイバー領域に関するセキュリティ

システムデザイン 個々の業務を分析し、その業務に最も適したコンピューターシステムを設計すること

スキル Skill、教養や訓練を通して獲得した能力、技能

スタディ・ログ Study Log、生徒個人の学習内容・状況等を蓄積したもの

ステークホルダー Stakeholder、利害関係者、マルチステークホルダーという場合は複数の利害関係者
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主要用語／略号(五十音順)

用語/略号 内容

スーパーシティ 第4次産業革命における最先端の技術を活用し、未来の暮らしを先行実現する「まるごと未来都市」

スマートシティ 都市が抱える諸問題に対して、ICT等の新技術を活用しつつ、マネジメント（計画・整備・管理・運営）が行われ、全体最
適化が図られる持続可能な都市または地区

生体認証 顔、指紋、静脈、声など生体情報による本人確認、バイオメトリクス認証ともいう

セキュリティクリ
アランス

Security Clearance、アメリカ等採用している国家の機密情報にアクセスを許される信用資格についての制度

ゼロトラスト 「全て信頼しない」という考え方から、行うセキュリティ対策、外部はもちろん内部からのアクセスであっても、全てを
疑い制御する

テクノロジー 科学技術、工学技術

デジタル化3原則 デジタルガバメント実行計画が進める原則で、デジタルファースト、ワンスオンリー、コネクテッド・ワンストップ

デジタルガバメン
ト

Digital Government, デジタル技術を活用しながら行政サービスを見直し、国が抱える社会問題の解決や経済成長を実現
するための改革

データオーナー
シップ

データの所有権

デジタルデバイス Digital Device, デジタル製品の総称、コンピューターやプリンターを始め、スマートフォンやタブレットなどを指して、
使われている言葉

データドリブンエ
コノミー

データ駆動型経済、リアルな世界から集めたデータが新たな価値を生み出し、あらゆる企業・産業・社会を変革していく
一連の経済活動

データポータビリ
ティ

特定のサービスやアプリケーションに蓄積してきた個人的データ（個人情報）を、当該サービスから他のサービスへと容
易に移動・移行できること、および、その容易さの度合い

データホルダー データの所有者

テンプレート Template、文書などのコンピュータデータを作成する上で雛形となるデータ、あるいは雛形そのもの

トラストアンカー Trust Anchor、電子的認証手続きの基点、PKI(Public Key Infrastructure)の電子証明書のような 電子的な証明が連鎖し
た構造を持つ認証基盤を使うときに用いられる

トラストサービス 電子取引の信頼性を高めるための電子署名、eシール、タイムスタンプなどを含む包括的な電子認証サービス
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主要用語／略号(五十音順)

用語/略号 内容

ノーコード 部品化されたプログラムをビジュアル化し、欲しい部品を置きたい箇所に配置していくことで、アプリケーションなどを
開発することができる仕組み

パフォーマンス Performance、コンピュータなどの機器やソフトウェア、システムなどの処理性能や実行速度、通信回線・ネットワーク
などの伝送速度・容量など

ビルディング・ブ
ロック

Building Blocks、システムを機能毎に分解した構成要素(ブロック)、積み木を積み重ねるようにして各構成要素を積み重
ねる(ビルディング)ことで全体的なシステム構築や増設が可能になる

プラットフォーム Platform、システムが稼働するための基盤

ブロックチェーン
技術

一定期間の取引データをブロック単位にまとめ、コンピューター同士で検証し合いながら正しい記録をチェーン（鎖）の
ようにつないで蓄積する仕組み、分散型台帳とも呼ばれる

複合現実 Mixed Reality、AR/VRよりさらに現実世界と仮想世界をより密接に融合させ、バーチャルな世界をよりリアルに感じるこ
とができる技術。たとえばキャラクターの後ろ側に回り込んだり、近づいて自由な角度から見たり、目の前の空間にさま
ざまな情報を3Dで表示させ、そこにタッチし入力もできる、複数人での共有も可能

ベースレジストリ 公的機関等で登録・公開され、様々な場面で参 照される、人、法人、土地、建物、資格等の社会の基本データ

ベンダーロックイ
ン

特定ベンダー（メーカー）の独自技術に大きく依存した製品、サービス、システム等を採用した際に、他ベンダーの提供
する同種の製品、サービス、システム等への乗り換えが困難になる現象

ポータルサイト インターネットにアクセスするときの入り口となるWEBサイト

マイタイムライン 住民一人ひとりのタイムライン（防災行動計画）であり、台風等の接近による大雨によって河川の水位が上昇する時に、
自分自身がとる標準的な防災行動を時系列的に整理し、自ら考え命を守る避難行動のための一助とするもの

マルチステークホ
ルダー

複数の利害関係者

メタ情報 データ本体の付帯情報、説明書き

モビリティ Mobility、「動きやすさ」、「可動性」、「移動性」、「流動性」などを意味し乗り物など人の移動に関する用語として使
用される
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主要用語／略号(五十音順)

用語/略号 内容

ユーザー 利用者、国民

ライフサイクル Life cycle、システムの運用開始から終了まで

リテラシー インターネットを正しく使いこなすための知識や能力、膨大な情報の中から適切な情報を抜き出し、活用する能力

レジストリ化 どのようなデータがどこにあるのかを登録し、システムで参照可能にする事、またはその場所

レセプトデータ 診療報酬明細書，保険医療機関が患者の傷病名と行った医療行為の詳細をその個々の請求額とともに審査支払機関を通し
て保険者に請求する情報

ワンスオンリー 一度提出した情報は、二度提出することを不要とする
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主要用語／略号(アルファベット順)

用語/略号 内容

5G 第5世代移動通信システム

AI Artificial Intelligence、人工知能

AIスピーカー AI(人工知能)アシスタント機能を搭載したスピーカー

AR/VR AR: Augmented Reality、拡張現実、ポケモンGOが有名
VR: Virtual Reality、仮想現実

Broker クライアント(端末)からサーバへリクエストの送信，および，サーバからのクライアント(端末)へのレスポンス(応答)や例
外の送信を行う責務を追うメッセージ仲介者

BYOD Bring Your Own Device、私的デバイスの利用

CIO Chief Information Officer, 最高情報責任者、情報や情報技術に関する上位の役職者

CSP4D Cyber-Physical Synthesis for Disaster Resilience、避難・緊急活動支援統合システム

D24H Disaster/Digital information system for Health and well‐being、国立研究開発法人防災科学技術研究所資料が開発中の
災害時保健医療福祉活動支援システム

DATA-EX 政府のデータ戦略にしたがって一般社団法人データ社会推進協議会(DSA)が構築を進める産官学の分野横断データ連携プ
ラットフォーム

DDS4D Dynamic Decision Support System for Disaster Response、災害動態意思決定支援システム、国立研究開発法人防災科
学技術研究所が開発ゅうの災害対応意思決定支援システム

DFFT Data Free Flow with Trust、信頼ある自由なデータ流通、2019年から日本が提唱している概念

DG-CONNECT 欧州委員会のコミュニケーションネットワーク・コンテンツと技術総局、産業・社会のデジタル化、インターネットの
普及促進などの監督官庁

DiMAPS 国土交通省の総合災害情報システム、自然災害発生時にいち早く現場から災害情報を収集して地図上にわかりやすく表示
するシステム

DMAT Disaster Medical Assistance Team、災害派遣医療チーム、災害急性期に活動できる機動性を持ったトレーニングを受け
た医療チーム

DX Digital Transformation、進化したIT技術を浸透させることで、人々の生活をより良いものへと変革させるという概念
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主要用語／略号(アルファベット順)

用語/略号 内容

ECサービス Electronic Commerce、電子商取引、インターネット上でモノやサービスを売買するサービス全般

EDR Endpoint Detection and Response、エンドポイントでの検出と対応

EdTech Education × Technology、テクノロジーで教育環境が変わっていくトレンド又は企業

EEI Essential Elements of Information、災害重要情報、例として、全米情報共有化協会(National Information Sharing 
Consortium)のEEIがある

ETSI European Telecommunications Standards Institute、欧州電気通信標準化機構

GAFA 米国巨大IT企業のグーグル（Google）、アップル（Apple）、フェイスブック（Facebook）、アマゾン・ドット・コム
（Amazon）の略称、最近ではこれにマイクロソフト(Microsoft)を加えて「GAFAM」ともいう

GDPR General Data Protection Regulation、欧州連合（EU）の個人情報（データ）の保護という基本的人権の確保を目的とし
た「EU 一般データ保護規則」

GIA-X 欧州が主導するデータインフラ（A Federated Data Infrastructure for Europe）の構築プロジェクト

GIGAスクール 「Society5.0時代を生きる子供たちに相応しい、誰一人取り残すことのない公正に個別最適化され、創造性を育む学びを
実現するため、『1人1台端末』と学校における高速通信ネットワークを整備する。」国の政策

GSA General Services Administration、米国共通役務庁、連邦財産の管理維持/公文書の管理/資材の調達・供給などの監督官
庁

HPKI Healthcare Public Key Infrastructure、保健医療福祉分野の公開鍵基盤

IaaS Infrastructure as a Service、CPU、メモリ、ストレージやネットワークといったコンピュートリソースを提供するモデ
ル

ICチップ クレジットカード等についている数ミリ角の集積回路、マイナンバーカードにもあり、その利活用が議論されている

ICT Information and Communication Technology, 情報通信技術

ID Identity, システムにおける利用者を特定するコード

IoT Internet of Things、インターネットにセンサー等様々な「モノ」をつなげて管理する仕組み

ISMAP Information system Security Management and Assessment Program、クラウドサービスに対する政府情報システム
のためのセキュリティ評価制度

ISUT Information Support Team、災害時情報集約支援チーム
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主要用語／略号(アルファベット順)

用語/略号 内容

IT Information Technology, 情報技術

JPKI Japanese Public Key Infrastructure、公的個人認証サービス

KDB 国保データベース、国保連合会が保険者の委託を受けて行う各種業務を通じて管理する「特定健診・特定保健指導」「医
療（後期高齢者医療含む）」「介護保険」等の情報を活用し、統計情報や「個人の健康に関する情報」を提供

LIFE Long-term care Information system For Evidence、科学的介護情報システム、厚生労働省がこれまで運用してきた
「通所・訪問リハビリテーションデータ収集システム（VISIT）」と「高齢者の状態やケアの内容等データ収集システム
（CHASE）」について、令和３年４月１日から「LIFE ライフ）」として一体的に運用

MOOC Massive Open Online Courses、いわゆる「大規模公開オンライン講座」と呼ばれるもので、オンラインを通じて、海外
や遠方の教育機関の講義を視聴することのできるプラットフォーム

NDB 特定健診および特定保健指導情報、ならびにレセプト情報を保険者より集め、厚生労働省保険局において管理されるデー
タベース

NISC National center of Incident readiness and Strategy for Cybersecurity、内閣サイバーセキュリティセンター

NIST National Institute of Standards and Technology、アメリカ国立標準技術研究所

NPO 「Nonprofit Organization」又は「Not-for-Profit Organization」の略で、広義では非営利団体のこと。狭義では、非営
利での社会貢献活動や慈善活動を行う市民団体のこと

PaaS Platform as a Service、アプリケーション開発に必要な実行環境を利用するモデル

PBL Problem-based Learning、日本語では問題（課題）解決型学習

PC Personal Computer

PDS Personal Data Store, 個人情報を蓄積管理するシステム。孤児線情報保護のため高度なセキュリティが求められる。

PHR Personal Health Record、個人健康情報管理、患者が自らの医療・健康情報を収集し一元的に保存する仕組み

RFID Radio Frequency Identifier、非接触データ管理テクノロジー、専用タグのメモリに記録されたデータを対応のスキャナを
用いて読み書き。様々な在庫管理の場で利用されている
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主要用語／略号(アルファベット順)

用語/略号 内容

SaaS Software as a Service、ソフトウェアやアプリケーションの機能をサービスとしてネットワーク経由で利用するモデル

SaMD Software as a Medical Device、医療機器プログラム

SIP Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program, 戦略的イノベーション創造プログラム、内閣府 が司令塔
となって府省の枠や旧来の分野を超えたマネジメントにより、科学技術イノベーション実現のために創設した国家プロ
ジェクト

SIP4D Shared Information Platform for Disaster Management、基盤的防災情報流通ネットワーク、府省庁の防災情報を共有
するシステム

SNS Social Networking Service、登録された利用者同士が交流できるWebサイトの会員制サービス、LINE、Twitter、
Facebook、Instagram等が有名

SOCDA SOCial-dynamics observation and victims support Dialogue Agent platform for disaster management、対話型災
害情報流通基盤

Society 5.0 サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させたシステムによって開かれるこの社会

SP800-207 Special Publication（SP）800-207、米国国立標準技術研究所（NIST）が2020年8月に公開したゼロトラスト・アーキ
テクチャ

STEM Science, Technology, Engineering and Mathematics、科学・技術・工学・数学の教育分野

UI User Interface、ユーザーである国民がシステムに直接的に触れる部分

VPN Virtual Private Network、インターネットでプライベートネットワークを拡張する技術、およびそのネットワーク
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ヒアリング企業・有識者・団体等一覧

企業(ヒアリング順、37社)

⚫ 日本マイクロソフト株式
会社

⚫ LINE株式会社
⚫ 株式会社野村総合研究所
⚫ 三菱UFJリサーチ＆コン

サルティング株式会社
⚫ 楽天株式会社
⚫ 株式会社ARROWS
⚫ グーグル合同会社
⚫ エヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズ株式
会社

⚫ 株式会社Preferred 
Networks

⚫ 株式会社イーコーポレー
ション・ドット・ジェー
ピー

⚫ アマゾン ウェブ サービ
ス ジャパン株式会社

⚫ 株式会社１３７
⚫ 株式会社Rehab for 

JAPAN
⚫ Airbnb Japan株式会社
⚫ 三菱UFJリサーチ＆コン

サルティング株式会社
⚫ Fabeee株式会社
⚫ 日本電信電話株式会社
⚫ xID株式会社
⚫ 日本電気株式会社
⚫ ヤフー株式会社

⚫ 富士通株式会社
⚫ 株式会社エヌ・ティ・

ティ・データ
⚫ 株式会社セールスフォー

スドットコム
⚫ 株式会社日立製作所
⚫ 株式会社日経BP
⚫ KDDI株式会社
⚫ 楽天株式会社
⚫ Classi株式会社
⚫ サイバートラスト株式会

社
⚫ 株式会社トリエス
⚫ Ubie株式会社
⚫ 中外製薬株式会社
⚫ SOMPOホールディング

ス株式会社
⚫ 株式会社デンソー
⚫ アステリア株式会社
⚫ 株式会社グラファー
⚫ 株式会社共同テレビジョ

ン

有識者(ヒアリング順、14名)

⚫ 庄司 昌彦 武蔵大学教授
⚫ 村井 純 慶應義塾大学教授
⚫ 手塚 悟 慶應義塾大学教授
⚫ 白坂 成功 慶應義塾大学大学院

教授
⚫ 五神 真 東京大学総長
⚫ 山中 竹春 横浜市立大学大学院

教授
⚫ 竹村 彰通 滋賀大学データサイ

エンス学部長
⚫ 小黒 一正 法政大学教授
⚫ 土屋 大洋 慶應義塾大学総合政

策学部学部長
⚫ 安宅 和人 慶應義塾大学教授
⚫ 西尾章治郎 大阪大学総長
⚫ 井上 克郎 大阪大学大学院教授
⚫ 山田ゆかり 京都大学特定講師
⚫ 池上 直己 慶應義塾大学名誉教

授

団体(ヒアリング順、12団体)

⚫ 一般社団法人 日本経済団体連合会
⚫ 公益社団法人 経済同友会
⚫ 一般社団法人 新経済連盟
⚫ 一般社団法人 日本IT団体連盟
⚫ 国立研究開発法人 防災科学技術研

究所
⚫ NPO法人全体最適の行政マネジメ

ント研究会
⚫ 一般社団法人サービスデザイン推

進協議会
⚫ NPO法人自立生活サポートセン

ター・もやい
⚫ 神戸市
⚫ 奈良県田原本町
⚫ 一般社団法人日本CTO協会
⚫ 社会医療法人石川記念会HITO病院

海外(1名)

⚫ 唐鳳（オードリー・タン）中華民
国行政院政務委員（デジタル担
当）

ヒアリング対象総数

企業 37
有識者 14
団体 12
海外 1

合計 64
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デジタル社会推進本部の構成

デジタル社会推進本部（親会)

マイナンバー小委員会

国と地方の情報システム小委員会

デジタル施策調査小委員会

サイバーキュリティ小委員会

データ利活用小委員会

小委員会

デジタル人材育成・確保小委員会
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自由民主党デジタル社会推進本部

本 部 長 下村 博文

座 長 甘利 明

顧 問 石田 真敏 / 伊藤 達也 / 岩屋 毅 / 川崎 二郎 / 佐藤 勉 /

塩崎 恭久 / 柴山 昌彦 / 新藤 義孝 /高市 早苗 / 棚橋 泰文 /

渡海紀三朗 / 山口 俊一 / 世耕 弘成 / 鶴保 庸介 / 松山 政司

山谷えり子

座長 代理 平 将明 / 山際大志郎

幹 事 長 木原 誠二

副本部長 伊藤信太郎 / 越智 隆雄 / 金子 恭之 / 左藤 章 /関 芳弘

橘 慶一郎 / 西銘恒三郎 / 橋本 岳 / 松本 剛明 / 松本 洋平

山下 貴司 / 磯﨑 仁彦 / 大家 敏志 / 西田 昌司 / 古川 俊治

事務総長 小林 史明

事務総長代理 小林 鷹之

事務局長 牧島かれん

事務局長代理 小倉 將信 / 山田 太郎

常任 幹事 冨岡 勉（内閣第一部会長）/ 平 将明 （内閣第二部会長） （兼）/

大塚 拓（国防部会長）/ 橘 慶一郎 （総務部会長） （兼）/

奥野 信亮 （法務部会長）/ 佐藤 正久 （外交部会長）/

鈴木 馨祐 （財務金融部会長）/ 赤池 誠章 （文部科学会長）/

福岡 資麿 （厚生労働部会長）/ 宮下 一郎 （農林部会長）/

舞立 昇治（水産部会長）/ 佐藤ゆかり（経済産業部会長）/

平口 洋（国土交通部会長）/ 牧原 秀樹（環境部会長）

幹事 自見はなこ / 和田 政宗


